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講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　http://www.rikkyo.ne.jp/~asatsuma/
1. 租税法への招待
1.1. 租税法を学ぶ意義

　何を求めて、必修でもない租税法の講義を受けるのか。

　学生が将来何になろうとしているかということと無関係ではない。

　そして、どの職業につくかという選択とは関係なく、殆どの人は有権者・主権者であり、政策決定に携わる人たちである。

1.2. 空気抵抗としての租税

　神戸大学・佐藤英明教授（後掲）の、租税を空気抵抗と見る比喩。

　高校の物理と、現実世界での設計。

　民法や商法の講義と、現実世界における弁護士のアドバイス。

　東京高判平成11年6月21日判時1685号33頁

	契約書面上

　甲　　　　乙

　Ａ　　　　Ｂ

　　→　甲から乙へのＡを7億円で売却

　　←　乙から甲へのＢ(4億円)＋3億円の売却
	課税当局の主張

　甲　　　　乙

　Ａ　　　　Ｂ

　　←→　甲乙間で11億円のＡ土地と

　　8億円のＢ土地＋3億円の補足金との交換


　甲乙間では、相互に売買する、という法律構成（当時の国土法による制限も背景にあった）。甲は、譲渡収入が7億円であるとして納税申告。
　課税当局は、実際には10億円の土地に関する3億円の補足金がついた1つの交換契約である、と主張。甲の譲渡収入が11億円であるという前提で、更正処分。

　学生のうちにやっておくことは、実際に裁判で勝てるかどうかではなく、寧ろ頭の体操。納税者サイドでも国税サイドでも。
参考文献：佐藤英明「基礎法･特別法講義: 租税法(1)～(4･完)」法学教室2000年8月239号113頁、240号104頁、241号92頁、242号126頁

1.3. 公平の土台

　租税法を学ぶと、公平とは何かについて論ずる土台を知ることができる。

　憲法論の租税公平主義に譲り、詳細は次回以降の講義でおいおい述べていく。

1.4. 教科書・参考文献

教科書：金子宏『租税法』(弘文堂、第九版増補版、2004)

六法：『実務税法六法　法令編』(新日本法規)または『税務六法　法令編』(ぎょうせい)が最適だが、学部生には酷。『ポケット六法』などでは不十分。できれば『小六法』程度のものを。

参考文献：金子宏ほか『税法入門』(有斐閣、第5版、2004)；　李昌煕「租税政策の分析枠組み(上下)」ジュリスト1220号119頁、1221号145頁(2002年)
その他の教科書的参考文献：水野忠恒『租税法』(有斐閣)、清永敬次『税法』(ミネルヴァ書房)、畠山武道・渡辺充『新版租税法』(青林書院)、スティグリッツ(薮下史郎・訳)『公共経済学　上下』(東洋経済新報社)、井堀利宏『財政』(岩波書店)等
その他の参考文献：講義中にその都度紹介する。

1.5. 租税法を勉強する際の心構え

　法学は真理探究を目指す学問ではない。

　論理的整合性の有無を見極めようとする努力

　民主政治過程の価値判断に委ねている事項と、論理的説明の可能性・限界
2. 租税法序論
2.1. 租税の意義・機能

本節について金子租税法1-9頁

(1) 公共財提供のための資金調達

　公共財(publis good)：非競合的(nonrivalrous)、非排除的(nonexcludable)　典型は国防。

　　　非競合性：利用する人が増えても追加的費用がかからない。

　　　非排除性：利用する人を締め出すことが困難である。

　ただし、公共財の性質が弱い準公共財も国家が提供することがあるし、公共財的性格が弱い財も国家が提供することがある。教育、通信等。

　市場の失敗があることが、必ずしも政府の介入の成功を意味するとは限らない。また、世の中の様々な財(goods)を提供しているものは、市場と政府のみではないかもしれない。

(2) （所得・富の）再分配

　再分配、租税、社会保障
　再分配すべきであるという議論と、累進税制
(3) 景気調整

　景気過熱期、賃金等が上昇し、累進所得税制の下で税額が増え、景気停滞期、賃金等が減少し、累進税制の下で税額が減る、という自動景気調整(built-in stabilizer)機能がある、という説明がある（金子租税法7頁）。

　累進税の「結果」であり、累進税の意義・目的であるとは考えにくく、租税一般の意義であるとは尚更いえないのではないか。

(4) 政策実現の一手段

　炭素税などのいわゆるバッズ課税や、加速度償却などの租税優遇措置が典型。

2.2. 租税の定義

本節について金子租税法9-12頁

「国家が、特別の給付に対する反対給付としてではなく、公共サービスを提供するための資金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人に課する金銭給付である」（金子租税法9頁）

（「もっとも、租税を実質的に定義することは、租税法の解釈・適用上、ほとんど実益をもたない」（金子租税法11頁））

(1) 租税の公益性（資金調達目的）

　罰金・科料等と異なる、とされる。資金調達以外の目的を有するもの（例えば関税）であっても、資金調達をも目的の一つしていれば、租税の性質が失われない、とされる。

　しかし炭素税等のバッズ課税と罰金等との境界は曖昧。

(2) 租税の権力性

　国の事業収入などと異なる。

　課税対象者の同意なくして課税できる。しかし、東京都の銀行税訴訟は、納税者との和解によって決着している。

(3) 租税の非対価性

　各種使用料・手数料・特権料等と区別される。

　ただし、受益者負担的性格の強い税との境界はあいまい。

　例：国民健康保険税と国民健康保険料。

　特に地方税に関し、「Aという者はB市の行政サービスを享受しているから、納税すべきである」という議論がなされることがある（そしてそれは強い訴求力を有する）が、それは後述の利益説的発想による課税の根拠付けにすぎず、享受した行政サービスの価値を正確に測定して税額を決めねばならない、ということまで帰結するわけではない。

(4) 租税の一般性

　特定の事業の経費に充てるために、その事業に特別の関係のある者から徴収される分担金と、区別される。しかし、受益者分担金的性格の強い税もある。

　また、特定の者のみに税を課すことは許されない、とされる。しかし、「或る条件に合致する者に課税するとしたところ、偶々その条件に合致する者が一人又は限定的であった」という場合と、禁ぜられるべき狙い撃ち課税との境界は、曖昧。例えば、横浜市の勝馬投票券発売税（ただし廃案）。

(5) 金銭給付

　物納は例外的、という説明。

　むしろ、労役等（租庸調でいうところの庸、或いは兵役）に限定されると特定された労役に適してない者に余計なコストを強いることとなるところ、金納とすることによって納税者は自分に適した仕事に就きながら納税義務を果たすことが可能となり、納税者の自由と効率的資源配分を阻害しないようにしている、という意義を強調すべきであろう。（余計なコストをかけてでも兵役等の義務を課すべきである、という議論が成り立ちうることは別論）

2.3. 租税を課すことの正当化根拠

本節について金子租税法20-23頁

利益説・対価説

　国家契約説を背景とし、市民が国家から受ける利益の対価と見る考え方。「結果的に比例税率と結びつく」（金子租税法21頁）とするのは論理必然でない。「日本国憲法が予定している福祉国家の理念と正面から衝突するおそれがある」（金子租税法22頁）。

義務説・犠牲説

　国家は当然に課税権を持ち、国民は当然に納税義務を負う、とする考え方。説明でも何でもない。

未だ充分に説得的な説明は構築されていない。

　――歴史的に見て、租税は戦費調達のためにあった。それはつまり、国防という公共財を提供するための費用の調達である。

　20世紀に入り、福祉国家観が台頭し、国家は再分配の役割も担うこととなった。

　国防等の公共財が必要だから、また、国家が再分配すべきであるという政治的決定があるから、租税が課される。

3. 憲法の要請

憲法14条1項　すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。　→【租税公平主義】

憲法30条　国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。

憲法83条　国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければならない。

　→財政法に多くを譲る。

憲法84条　あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要とする。【租税法律主義】

憲法92条　地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれを定める。

憲法94条　地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。　→【自主財政主義】

3.1. 租税法律主義

本節について金子租税法77-85頁

　そもそも、議会は、国王による恣意的課税を防ぐために現れた。

　租税法律主義を支える2つの思想的基礎　民主主義・自由主義

(1) 課税要件法定主義

　（間接）民主主義　→課税対象者の同意。代表なくして課税なし。

　外国政府が租税法を作る場合。
　現実には課税対象者の同意なくして課税されること（参政権のない者に課税すること）は少なくない。未成年、外国人等。課税対象者の同意という論理が貫徹されているわけではなく、不公平な課税か否か、という別の考慮要素で補完せざるをえない。

　応用問題：参政権のない法人に課税することは違憲か？

　手続の問題。

　どの程度政令・省令に委任することが許されるか（立法府が行政府に委任することが許されるか）、が議論される。具体的・個別的委任は許され、一般的・白紙的委任は許されないと解されている。

　手続が履践されていれば問題がなくなるわけではない。→(2)以降へ。

(2) 課税要件明確主義

　自由主義　→予測可能性。

　経済取引における考慮要素として租税は極めて重要。
　課税結果が予測できなければ、取引が萎縮する、という説明。
　ただし、現実社会において全ての取引についての課税結果が明らかにされているわけではない。事前に租税法によって租税負担を明らかにしようとすることにも、コストがかかる。その妥協点がどこにあるのか、まだ明らかにされているとはいいがたく、しかも、効率性の観点から妥協点を見出すことが憲法上の議論として許される保証もない。

　参照：渡辺智之「租税回避――経済学的視点から」ジュリスト1253号200頁(2003)

　租税負担の公平な配分を図るという要請と予測可能性の確保という要請
　前者の要請のための不確定概念

　例：所得税法157条1項（同族会社の行為計算否認）「所得税の負担を不当に減少させる結果となる」

　一見不明確に見えても、法の趣旨・目的に照らして、法の解釈として明確になしうることがある、と説明される（金子租税法83頁）。立法と解釈(つまりは司法)との関係の問題、ということとなろうか（立法の際、「判例・学説の展開に委ねた」という表現がなされることがある）。

　参照：増井良啓「「簡素」は税制改革の目標か」国家学会雑誌107巻548頁1994年

　応用問題：租税回避を一般的に否認する規定は違憲か、また、租税回避抑制にとってどれほど有効か。←参考として、ドイツには租税回避を一般的に否認する規定がある。

(3) 合法性の原則

　法律で定められた通り課税しなければならず、課税当局には課税を重くしたり減免したりする裁量が認められていない。

　課税当局は和解できない。しかし、国際課税、中でも移転価格と呼ばれる問題につき、和解に類似することがなされているやに見えることも、ある。

　応用問題：東京都と大手銀行との間の銀行税に関する和解は、どうして合法性の原則に違反しないのか（或いは、違反しているのか）。

(4) 手続的保障原則

　納税者に法的に争う余地が残されていなければならない。

　[講義では時間の制約があって手続の議論に入れないので補足　（金子租税法753-795頁）：

　課税処分に不服がある場合、まず税務官庁（国税であれば税務署長）に対し異議申立てを行なう。異議の審理結果に不服の場合、処分庁とは別の機関（国税であれば国税不服審判所）に審査請求を行なう。異議申立てが先行し、異議申立前置主義といわれる。ただし青色申告納税者（帳簿等をきちんとつけていて申告をするときに青い紙の申告書を提出する者。白色申告にはない特典がある）については異議申立てを経ないことが許されることがある。異議申立ても審査請求も行政機関に対する不服申立てであり、訴訟ではない。訴訟の前に審査請求を経ていなければならず、不服申立前置主義と呼ばれる。

　なぜいきなり訴訟にしない（不服申立前置主義がとられている）のか？――租税事件の大量性と専門技術性

　審査請求の採決に不服がある場合、第一審として地方裁判所に出訴することとなる。以後、更に不服があれば高裁、最高裁まである。

　租税事件では課税庁側が立証責任を負う。証拠との距離の関係で議論の余地あり。 cf. アメリカでは納税者側が立証責任を負う。]

3.2. 租税公平主義

本節について金子租税法87-95頁

3.2.1. 憲法14条1項：平等取扱原則

　不合理な差別は禁じられている。

　しかし、立法裁量に委ねられている部分は広く、（平等取扱原則違反であるという主張が提起されることは多くても）判例によって立法裁量の外にあると判断されることは、めったにない。

　リーディングケース：大島訴訟　最判昭和60年3月27日民集39巻2号247頁（租税判例百選第三版No. 1）――事業所得について必要経費控除が実額で認められるのに対し、給与所得について必要経費実額控除が認められないのは不公平であり、違憲である、などの主張を納税者がした。最高裁は「著しく不合理であることが明らかでない限り」憲法14条1項に違反するとはいえない、とした。

　また、特定の政策目的のために、意図的に差別的な租税法が作られることも、珍しくない。しかし、合理的理由のない立法であると判断されることもまためったにない。「租税優遇措置の違憲性を訴訟において争点とすることは、訴訟技術的に見て容易でない」（金子租税法94頁）という指摘もある。

　憲法論として立法裁量に委ねられる部分が広いとしても、租税立法論として、公平の問題或いは差別的扱いの合理的理由の有無の問題を議論する余地は、あろう。

3.2.2. 担税力

　注意事項：担税力、という言葉について。

　担税力があるから課税してよいとか、担税力がないから課税してはならないという言い方。

　私の理解――担税力がある、というのは、課税を許容することの理由、原因ではない。担税力があるという言葉は、課税すべきであるという結論とほぼ同義、と理解している。なぜ担税力があると考えるのか、或いは担税力がないと考えるのか、について論述しなければならない。

3.2.3. 納税者対課税当局、納税者対一般国民

　納税者対課税当局　行政手続上の意味

　納税者対一般国民　実体上の意味

　例：ストックオプション訴訟

　行政手続――一時所得（軽課）から給与所得に扱いを変える

　実体――一時所得として軽課すべきか。ストックオプションに縁のない一般サラリーマンとのバランスは。

3.2.4. 水平的公平と垂直的公平

垂直的公平：異なる状況にある二者を異なって扱え

水平的公平：同様の状況にある二者を同様に扱え

　例：Aは1000の所得を得、100消費する。Bは100の所得を得、100消費する。AとBとは同様の状況にあるか。

　例：Cは1000の所得を得、1000消費する。Dは1000の所得を得、100消費する。CとDとは同様の状況にあるか。

参照：増井良啓「租税法における水平的公平の意義」『金子宏先生古稀祝賀・公法学の法と政策上巻』171頁(有斐閣、2000)

3.2.5. 公平と中立性

公平(equity)、中立性(neutrality)、効率性(efficiency)

(1) 不公平ではない差別的取扱

　Aに課税し、Bに課税しないとすることが、不公平か。

　税のない世界において、ともに収益率10%のA・Bという二つの投資先があるとする。

　A債券の利子に税率50％で課税し、B債券の利子に課税しないとする。Aの税引後収益率は5%となり、Bの税引後収益率は10%となる。

　Aへ投資していた者の一部がBへの投資に振り替える。経済学における収益逓減(diminishing returns)の法則を前提とすると、Aの収益率が上昇し、Bの収益率が減少する。最終的に、Aの税引後収益率とBの税引後収益率が同じになるまで、AからBへの振り替えが行なわれる。例えば、Aの税引前収益率が14%・税引後収益率が7%、Bの税引前収益率＝税引後収益率が7％になるまで、調整が行なわれる。調整後の状態を均衡という。また、Bについて名目的には課税されていないにもかかわらず、調整過程を経てBの税引前収益率が10%から7%などに低下していることを、暗黙の税(implicit tax)が課せられているという。
　　　収益逓減：大砲とバターの例として説明される。世の中には、大砲の製造に適した生産要素とバターの製造に適した生産要素とがある。大砲の生産量が少ない場合、まず大砲の製造に最も適した生産要素から投入されるので、生産性が高い。しかし、大砲の生産量を増やそうとするにつれて、大砲の製造に適していない生産要素も投入することとなり、生産性が落ちていく。バターについても同じことが言える。

　　　収益逓減が常に成り立つわけではない。規模の利益、習熟、という要素がある。しかし、経済学では多くの場合収益逓減を前提として議論をする。供給曲線が右上がりなのも、収益逓減を前提としている。

　非中立的な課税は、必ずしも不公平とは限らない。

　敢えて50%の課税を受けると知りながらAに投資した者を事後的に救う（非課税とする）とすると、かえってAを不当に優遇することとなってしまうし、Bに投資した者に事後的に課税するとすると、かえってBを不当に冷遇することとなってしまう。

　例：所謂クロヨンの問題を考える。税率は50%であり、労働者はその所得の100%が課税に服し、自営業者はその所得の60%が課税に服す、という世の中があるとする。これは、労働者の所得にかかる税率が50%であり、自営業者の所得にかかる税率が30%である、というのと同じことである。就業形態について差別的・非中立的な扱いである。しかし、人は労働者になることを強制されているわけではない。就業（就業も投資の一種である）に際し、労働者が不利な扱いを受けることが予め知られていれば、労働者になる人が減り、自営業者になる人が増える。その結果、労働者の税引前所得は上昇し、自営業者の税引後所得は減少する。労働者と自営業者の税引後所得が等しくなるまで、労働者と自営業者との間の選択がなされるはずである。

　……一面の真実、しかし納得できないとすればそれはなぜか

　○労働者と自営業者の選択が、A債券への投資とB債券への投資の選択と同じように、スムーズにできるとは限らない。その摩擦(friction)がある限り、不公平さは残る。

　○移行の問題――ある日突然労働者の税率が30%に下げられたとする。市場における調整を通じて労働者が減少し税引前所得が上昇していたときに、突然制度が変わると、自営業者が労働者に変わろうとする次の調整の間、既に労働者であった者はたなぼた(windfall)を得ることとなる。

　○職業選択は、A債券とB債券への投資と異なり、税引後所得の多寡のみによって決せられるのではない。職業選択の自由（憲法22条）も問題となりうる。

　差別的な取扱がなされていても、市場における調整を通じて、不公平さがなくなる、という命題は、選択が自由にできること、及び或る制度が相当程度の期間継続して存在していることが前提である。また、着目している事柄（税引後の所得）以外の事情（例えば、職業選択における様々な考慮要素）を度外視した命題である。

　ただし、調整が一定程度はなされる筈。だからこそ「一面の真実」
　注意：クロヨンという言葉が人口に膾炙しているが、自営業者からみると、給与所得者に認められる給与所得控除が甘すぎる、という不満がある。

　応用問題：制度変更は常に誰かにたなぼたをもたらすのか。制度変更の可能性が予見されているとしたらどうであろうか。

(2) 非中立的、非効率

　では非中立の何が悪いのか。――非効率をもたらすのが悪い。

　死荷重(deadweight loss: 死荷重損失、死重損失ともいわれる)の図
　また、一般用語として「不公平」と呼ばれるものの多くは、学問的には「非中立的」と呼び換えるべきである。尤も、不公平と非難されるべきものがないわけではない。

　差別的・非中立的な取扱が常に非効率をもたらすとは限らない。

　例：男に課税し、女に課税しない、とする。資源配分に影響しないので効率性は維持される。

　しかし、非効率のない課税が、人々の正義心を満たすとは限らない。正しく不公平といえるであろう。

　中立性は、何と何との選択に着目するかを明らかにした上で初めて意味を持つ。全面的に中立的な課税は、殆どない。

　例：男の所得に課税し、女に課税しない、とする。男は、所得に課税されると分かってしまうと働くことが馬鹿らしくなり、労働時間及び受け取り賃金を減らしてしまう可能性がある。労働時間を減らすということは、市場における資源配分に影響しているということであり、非効率である。この非効率は、男と女とを差別的に取り扱った結果ではなく、男の「（労働）所得」に課税することの結果である。

　　　本当に労働時間を減らすこととなるのか等、労働所得課税と労働の誘因(incentive)との関係については、所得税の講義において再び触れる。

　参照：限定的中立性という概念について、増井良啓「法人税の課税単位―持株会社と連結納税制度をめぐる近年の議論を素材として―」租税法研究25号62頁(1997)

　効率的な課税：一括税(lump-sum tax)、人頭税(a poll tax, capitation)　一括税≠人頭税
　くじ引きによる課税。
　人々の行動を歪めないこと。戦後の農地解放について。
　納税者自身の行動と無関係に有無を言わさず徴収される税が、効率的な租税である、ということになる。憲法84条の租税法律主義が課税の予測可能性を納税者に与えることを要求しているが、このことにより効率的な課税が困難になる。「租税法律主義は効率的な課税を妨げる悪い原則である」と言うか、「効率性よりも大切な価値があって、そのために租税法律主義があるのである」と言うか。

(3) 公平と中立性（効率性）との関係

　経済学の教科書では、公平(equity: 衡平とされることもある)を分配が平等になされること、とした上で、公平と効率性とはトレードオフ(trade off)の関係にある、という。分配を平等にしようとすると、課税される側の働く気が失せ、分配の対象である経済的パイの大きさそのものが小さくなる（つまり非効率になる）というのである。

　ここでいう公平は、結果の平等のことである。

　しかし、人々が公平について考える時、機会の平等を想起することもあろう。

　本講義では、或る課税が中立的（効率的）かどうか、がしばしば議論される。

　これに対し、公平についてはあまり議論されない。

　課税の公平について議論するのはあまり意味がなく、課税の中立性の方が重要である、という論がある。しかし、私は、公平が重要でない、という考え方に従わない。講義で公平について触れることが少ないのは、大切でないからではなく、未だ論じにくいから。

3.3. 自主財政主義

本節について金子租税法96-103頁
　「地方[公共]団体は、憲法上の自治権の一環として課税権（課税自主権）をもち、それによって自主的にその財源を調達することができる」（金子租税法97頁）と説明される。

　ただし、各地方公共団体の課税のあり方についてそれぞれの自主性に委ねる度合いを高めると、

種々の税制ができて税制が複雑化する恐れや、

　住む地域によって著しく税負担が異なることになる恐れや、

　税源の貧しい地方公共団体が充分に行政サービスを提供できなくなる恐れ、

　もある。1990年代以降の地方分権の流れの中で、地方自治のあり方について激論が戦わされているが、自主性の尊重をどの程度にするかについて一義的に明快な答えを出せる（理論）状況にはなく、今後も議論が続けられるであろう。

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如
前回(4/14)レジュメの補足

3.1. 租税法律主義

(4) 手続的保障原則

　納税者に法的に争う余地が残されていなければならない。

　[講義では時間の制約があって手続の議論に入れないので補足　（金子租税法753-795頁）：

　課税処分に不服がある場合、まず税務官庁（国税であれば税務署長）に対し異議申立てを行なう。異議の審理結果に不服の場合、処分庁とは別の機関（国税であれば国税不服審判所）に審査請求を行なう。異議申立てが先行し、異議申立前置主義といわれる。ただし青色申告納税者（帳簿等をきちんとつけていて申告をするときに青い紙の申告書を提出する者。白色申告にはない特典がある）については異議申立てを経ないことが許されることがある。異議申立ても審査請求も行政機関に対する不服申立てであり、訴訟ではない。訴訟の前に審査請求を経ていなければならず、不服申立前置主義と呼ばれる。

　なぜいきなり訴訟にしない（不服申立前置主義がとられている）のか？――租税事件の大量性と専門技術性

　審査請求の採決に不服がある場合、第一審として地方裁判所に出訴することとなる。以後、更に不服があれば高裁、最高裁まである。

　租税事件では課税庁側が立証責任を負う。証拠との距離の関係で議論の余地あり。 cf. アメリカでは納税者側が立証責任を負う。]

3.2.　租税公平主義

3.2.1.　憲法14条1項：平等取扱原則

　リーディングケース：大島訴訟　最判昭和60年3月27日民集39巻2号247頁（租税判例百選第三版No. 1）――事業所得について必要経費控除が実額で認められるのに対し、給与所得について必要経費実額控除が認められないのは不公平であり、違憲である、などの主張を納税者がした。最高裁は「著しく不合理であることが明らかでない限り」憲法14条1項に違反するとはいえない、とした。

4. 所得税

4.1. 所得税の歴史と意義

本節について金子租税法42-76頁参照（但し講義では大幅に端折る）。

　所得税は執行が面倒。

　明治時代の日本の税収の多くは地租と酒税による。所得税が税収面で中心的な地位を占めるようになるのは、大正から昭和以降である（金子租税法53頁、57頁）。

　税収面における消費税（付加価値税）の比重の増加。理論と租税回避において所得税が依然として持つ重要性。
4.2. 所得概念

本節について金子租税法180-186頁参照。

帰納的スタイルと演繹的・教条主義的スタイル。

4.2.1. 序

　所得税の意義：富んでいる人・担税力がある人に多くの税負担を求める。

　何をもって「富んでいる」「担税力がある」というかである。

　所得概念について、金子租税法180頁以降では次のように整理されている。

真の意味における所得――効用

　consumption (expenditure) type concept of income　　　　　　expenditure tax

金銭的価値での表現┳消費型（支出型）所得概念―――――――――→支出税

　　　　　　　　　┃　　　　　　　　　　　　　source income　scheduler system

　　　　　　　　　┗取得型（発生型）所得概念┳制限的所得概念―→分類所得税

　acquisition (accrual) type concept of income　┃global income　　global system

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┗包括的所得概念―→総合所得税
4.2.2. 所得＝効用

　効用(utility)に対する課税が、最も平等・公平であるかもしれない。
　執行の困難。移転不可能性。
　たとえ技術的に可能であるとしても、憲法上のその他の価値（自由等）と対立する恐れ。

4.2.3. 消費型所得概念

　消費まで待つか、発生した時点か。

　消費型所得概念の言わんとするところ：稼いだうち貯蓄に回した部分に対しては今課税すべきではない（永遠に課税すべきでないというのではなく、貯蓄から引き出して消費に回した時点において、課税すべきである、と考える）。

4.2.4. 取得型所得概念

　現行法：稼いだ時点或いは所得が発生した時点で課税すべき。

制限的所得概念：「利子・配当・地代・利潤・給与等、反復的・継続的に生ずる利得のみを所得として観念し、一時的・偶発的・恩恵的利得を所得の範囲から除外する考え方」（金子租税法181頁）。土地や労働といった源泉(source)に由来する所得こそが課税対象となるべき所得であるという考え方であり、所得源泉説と呼ばれる。伝統的に欧州で根強い。

　　　注意：源泉(source)には2つの意味がある。国際租税法では、どの国の所得かという意味で所得源泉という言葉が用いられる。所得源泉説で言っているのは「何から」所得が生じたかであり、国際租税法で言っているのは「どこから」所得が生じたかである。

包括的所得概念：capital gain (譲渡益)等、一時的な利得も課税対象とする。所得の源泉が何であるかを問わない。日米等。

　　　金子租税法182頁の「人の担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成することにな」る、という説明について。
包括的所得概念の定式は

所得＝消費＋純資産増加
純資産増加説と呼ばれる。提唱者であるGeorg von Schanz・Robert M. Haig・Henry C. Simonsの名をとってSchanz-Haig-Simons（シャンツ・ヘイグ・サイモンズ）の所得概念（或いは、Haig-Simonsの所得概念）とも呼ばれる。
4.2.5. 各所得概念の違い

　包括的所得概念と制限的所得概念との違い――capital gain (譲渡益)や贈与の受け取りが、前者では所得である（課税対象とすべきであるとされる）のに対し、後者では所得でない。

　　　注意：現行法では、個人間の受贈は所得税の課税対象ではなく（所得税法9条1項15号）、贈与税の課税対象である。なお、法人から贈与を受けた場合は、一時所得（所得税法34条）。

　包括的所得概念と消費型所得概念の違い――貯蓄・投資によって得た所得に対し前者は課税し、後者は課税しない。

4.2.6. 贈与（移転）について

　例：税率は40%とする。Aが100の賃金を稼ぎ、40をBに贈与した場合。
　例：Cが60の賃金を稼ぎ、Dが40の賃金を稼ぎ、贈与がない場合。

　贈与がなされた部分について二重課税。所得の移転にすぎない。
　二重課税排除のみを目標とする場合―AとBのどちらかで課税。
　　　発展：贈与者（移転者）と受贈者（被移転者）のどちらかで課税できればよい、というのは一つのありうる考え方である。しかし、現行法は、当事者が勝手に所得を移転することを野放図に認めてはいない。AとBとで税率が異なれば、総税額は変わってくる。

　　　発展：所得の移転にすぎないか否かを区別することは、理念的にも実際上も難しいことがある。贈与と、笑顔サービスと、酒場の接待。
　　　発展：親子間の贈与・相続について、子の幸せが親の幸せでもある、ということがある。win-winの状況と、効用の最大化の否定。
　包括的所得概念からみて、贈与者にとって、贈与は消費の一つである、といっていることになる（ティファニーの指輪の例）。AがBに贈与をすることは、（受贈者のBが受贈を消費にあてるだけではなく）Aにとっても消費なのである、ということとなる。
　指輪やお酒と、救貧のために赤十字等に寄付をすること。
　参照：藤谷武史「非営利公益法人の所得課税――機能的分析の試み」ジュリスト1265号
4.2.7. capital gain (譲渡益・値上がり益)について

　Eが土地を有している。土地の値段が1000から1500に値上がりした。値上がり益500について、Eに課税すべきか。

　　　前提：物の値段について。ファイナンス理論によれば、或る物の値段は、それが生み出す将来cash flow（キャッシュ・フロー）の割引現在価値である。

　　　割引現在価値(present discounted value)：利子率が10%の世界では、来年の110と今年の100は同価値である。このとき、来年の110の割引現在価値は100である、という（110/(1+0.1)）。来年の110と2年後の121も同価値である。2年後の121の割引現在価値は、121/1.12により100である。逆に、1年後の100の割引現在価値は、100/1.1により91である。2年後の100の割引現在価値は100/1.12により83である。

　　　今年も1年後も2年後も永遠に100の賃料をもたらす土地の価値は、

　　　100+100/1.1+100/1.12+・・・＝1000である。

　　　注意：物の値段は、将来cash flowの割引現在価値、という説明だけによって決まるものではないかもしれない。

　Eの土地の値段が1000から1500に値上がりしたというのは、（利子率が10%のままであるならば）1年あたりの将来cash flow（の予測、つまり賃料の見込み）が100から150に増えたということを反映している。

　現在、値上がり益500について課税し、将来実際に賃料が150に上がったときにもその150について課税する、というのは、二重課税である、という批判がある。

4.2.8. 貯蓄・投資について

　経済学者が所得に課税するか消費に課税するかを理念的に議論する際、貯蓄・投資に対して課税するか否かを議論している。この場合の「所得」は包括的所得概念の所得であり、「消費」は消費型所得概念の所得である。必ずしも、所得税法によるか消費税法によるかを論じているのではないし、また、直接税によるか間接税によるかを論じているのでもない。

(1) 包括的所得概念による二重課税

　包括的所得概念に則って課税すると、貯蓄に対して二重課税となる。

　例：利子率10%、税率40%とする。Fは今年1000稼ぎ、全て貯蓄するとする。Gは今年1000稼ぎ、全て消費するとする。

　計算過程を板書する

　FとGとを比べると、Gの方が有利である。この意味で、包括的所得概念による課税は貯蓄と消費との選択に対し非中立的である、と非難されている。

(2) 二重課税の排除：消費のみへの課税

　貯蓄に対する二重課税を排除するには、2つの方法がある。

　入り口非課税出口課税

　計算過程を板書する

　入り口課税出口非課税

　計算過程を板書する

　　　注意：以上は、実際に受け取る利子が市場利子率（割引率）と等しいときの話である。翌年市場利子率を上回る収益を得た場合、例えば60ではなく100の収益を得た場合、
計算過程を板書する


経済学では、機会費用・市場利子率・割引率を上回る収益を利潤(profit)とよぶ（明確化のために超過利潤という語が用いられることもある）。

　包括的所得概念に忠実な課税（入り口課税出口課税）の場合、貯蓄・投資が不利に扱われる。

　入り口非課税出口課税または入り口課税出口非課税の場合、貯蓄と消費との選択に対し、中立的である。

　経済学者が議論するとき、所得課税とは【投資所得も課税対象とする課税方式】であり、消費課税とは【投資所得を課税対象としない課税方式】である。

　なぜ入り口非課税出口課税と入り口課税出口非課税が、同じ結果をもたらすのか。

図を挿入

　　　補足：入り口非課税出口非課税の例として主に公的年金が挙げられる。

(3) 理念の問題と実際上の問題

　貯蓄・投資に対して課税すべきでない、という言説には、2つの契機がある。

　第一　経済学者の理念的な議論――貯蓄利子への二重課税が貯蓄を阻害するものであるから、貯蓄・投資に対して課税すべきでない。貯蓄・投資に対して課税しないこと（消費のみに課税すること）はlifetime (生涯)における消費の仕方に対して中立的であり、公平である。

　　　発展：消費型所得概念がlifetimeでの公平を目指しているのに対し、包括的所得概念は年度ごとに区切られた期間における公平を目指している。

　　　補足：金子租税法195頁に「資産性所得[利子・配当・不動産・山林・譲渡所得等]が最も担税力が大きく、勤労性所得[給与・退職所得等]が最も担税力が小さい」[なお、事業所得は資産勤労結合所得と位置づけられている]という記述がある。

　第二　投資所得は逃げ足が速いので、課税すべきでない。税負担が重いと、投資が日本から外国へと移ることとなり、結果として日本は貧しくなってしまう（賃金が低くなってしまう）。

　北欧諸国における二元的所得税(Dual Income Taxation)

4.2.9. 二重課税のある包括的所得概念は正しくないのか？

　正しいか間違っているか
　価値判断
　「世界的な大富豪であるビル・ゲイツが、あなたと同じ消費生活をしているとする。あなたとビル・ゲイツに対する課税は同じであるべきか否か」

　　　注意：蓄積された富もいつかは消費される。将来消費に向けられるまで蓄積された富を野放しにするか、課税対象とするか。

　まず、非中立性の数を数えることは、無意味である。→次善second best
　次に、非中立性という犠牲を払ってでも成し遂げたい価値・政治課題があるかもしれない。包括的所得概念の提唱者は、それがもたらす二重課税等の弊害を認識しつつ、富の集中を排し再分配するために敢えてかような所得概念を提唱した強い政治的意図を伴っていた。

　　　参照：藤谷武史「非営利公益法人課税の機能的分析―政策税制の租税法学的考察」法協掲載予定
4.2.10. 包括的所得概念にいう「消費」及び「純資産増加」とは何か

　今後、特に断りがなければ、包括的所得概念にいう所得を前提として、説明をしていく。

　包括的所得概念の定義式は明瞭であるかのように見える。しかし、消費とは何か、純資産増加の範囲はどのようなものか、ということについて、理念的にもまた執行可能性との関係でも、論争はある。

　何がプラスかの議論は、何がマイナスとして控除できるかという議論と裏表である。（酒、医療）
次節　金子租税法211-235頁、240-243頁、264-281頁、291-298頁参照。

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年4月28日配布
4.3. 所得の年度帰属と課税繰延

本節について、金子租税法211-235頁、240-243頁、264-281頁、291-298頁参照。

4.3.1. 現金主義と発生主義

現金主義(cash method)――実際に現金の収受が行なわれた時点で、収入・費用を計上する基準・考え方。

　現実の収入がなくても、収入すべき権利が確定していれば足りる（信用取引が当たり前）。

　租税回避のために人為的に収入の時期を操作することを認めてはならない。（ただし、後述の権利確定主義によった場合も、売ってすぐ買い戻すなど、操作の余地がある）
　（費用収益対応の原則(principle of matching costs with revenues)［金子租税法280頁］について）

　現行法下では、所得税法67条が小規模事業者について一定の要件の下に現金主義を選択することを認めているにすぎないなど、現金主義は例外的である。

発生主義(accrual method)――収益及び費用の発生の事実に基づいて認識する基準・考え方。

　どの時点で収入・費用が発生したとするかにつき、考え方は様々。

　所得税法36条1項「その年において収入すべき金額」→権利確定主義を採用。
　今年資産を譲渡する契約を締結し、今年資産の所有権が相手方に移転して相手方に対する代金債権が成立した場合、たとえ代金を回収するのが来年であるとしても、所得は今年実現したと解される。

　ところで、所得の実現という考え方について、節を改めて述べるべきことがある。

4.3.2. 時価主義と実現主義

　時価主義が包括的所得概念に適合的であることが知られている。実現主義は伝統的に諸悪の根源とされてきた。また、現行法が実現主義を基本にしていることから、現在の所得税制は包括的所得概念と消費型所得概念の中庸をいっている、という理解もある。

　時価主義(mark-to-market method)と実現主義(realization method)との違い

　例：利子率10％。税率40％。2001年に1000で購入した土地が2002年に1100に値上がりしていた。しかし2002年においては土地を保有し続けていた。2003年に土地を売却したとき、1210で売れた。

計算過程を板書
　実現主義の場合2002年の税額が0であるが、包括的所得概念を前提とした場合に収めるべきとされる40の税を全く納めないわけではない。40の税が将来に繰延べられている、と捉えられている。これを課税繰延という。

　利子率＝割引率が正であれば、課税繰延は納税者にとって有利である。
　所得（収入、プラス）は遅く認識してもらうこと、損失（費用、マイナス）は早く認識してもらうこと、が納税者にとって有利である。

　課税繰延の利益――繰延べられた税額の繰延べられた期間における利子と等しい。
●「せいぜい」利子分（繰延税額×繰延期間×利子率）だけ納税者が得をするにすぎない。

●但し別の問題が絡むことはある。税率が違う場合、損失との通算（相殺）の可否、等々。

4.3.3. 未実現利得に課税しない理由

　未実現利得を認識しない理由
　　Cf. 商法（会社法）における考慮、企業会計における考慮

通説的な説明

(1) 評価・捕捉の困難（金子租税法183頁）

(2) 納税のための資金調達の困難

必ずしも通説的ではないが、認識されつつある説明

(3) 時価主義・包括的所得概念への違和感（→4.3.10款）

(1) 評価について

　土地等の値段を毎年値洗いするのは面倒か。

　全ての資産の値洗いは、面倒かも。他方、課税繰延による国民の間の税負担の不均衡は利子分でしかない、ともいいうる。
　不動産に関して、代々相続され続ける可能性、及び大きな買い物であるという事実の重み。
(2) 納税資金について

　持っている不動産が値上がりしても、売り払っていなければ現金がないから納税できない（か？）。

　借金すればよい、という反論。4.3.2款の図に戻ると、2002年の時点で40借り入れて納税し、2003年に元利合計44と税額44を支払う、ということが考えられる。

　借金すればよいという議論の前提――金融市場が完全であること。
　○金融機関が不動産の値上がりをきちんと評価すること。

　○納税者が金融から市中金利と同じ利子率で借り入れができること。

　　　発展：借り入れ可能性と、「実現」概念との不適合。いつが課税に適した（課税適状taxableの）タイミングであるか、という議論に対する、深刻な問題提起。

時価主義の部分的採用

　評価の問題及び納税資金の問題が小さいときには、実現主義でなく時価主義を採ってよいか。
　→法人税に関し、売買目的有価証券、デリバティブ取引等、一部の取引に関し、最近時価主義が採用された。
　規定の構造

　所得税法36条「その年において収入すべき金額」――これが権利確定主義を導く。

　法人税法に、年度帰属に関する明文の規定なし。　発生主義、権利確定主義
　法人税法22条4項：「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従」うことを要請していること、また、同条2項が「取引」に依存して益金概念を定めていること。

　売買目的有価証券について、法人税法61条の3第1項1号が「売買目的有価証券を時価法 [略] により評価した金額」を事業年度終了時点における評価額とする、と規定。

　評価の問題、及び納税資金の問題　→　時価主義ではなく実現主義

　この論理は必ずしもつながっていない。

　課税繰延の利益を打ち消すような利子税の構想の可能性。
　従来の教科書的説明：実体としての課税ベースは包括的所得概念。課税時期については執行の考慮から実現主義。――執行上の理由、だけでは説明しきれない。

4.3.4. 管理支配基準

　管理支配基準による補充

　典型例：泥棒が盗んだ場合

　「ただし、管理支配基準の適用は、租税法律関係を不安定にする恐れがあるから、その適用範囲をみだりに拡大しないように注意する必要がある。」（金子租税法243頁）――詰めはこれから。

4.3.5. 減価償却

(1) 減価償却(depreciation)（金子租税法291-298頁、所得税法49条、法人税法31条）

　2000年に1735支出して事業用の機械を購入した。2000年に幾らの損失が実現したか。
　（金子租税法291頁における一気に費用化、と徐々に費用化、という言葉遣い）

　真の経済的減価償却（次の(2)の表に記入）

　定額法（所得税法施行令120条1項1号イ(1)）：毎年同じ額を費用に計上する。

　定率法（所得税法施行令120条1項1号イ(2)）：毎年同じ割合で費用に計上する（定額法より早い年度に多くの費用が計上される）。

　厳密に時価評価するとは限らないが、明らかに実現主義ではない。

　2000年に1000で購入した耐用年数2年、残存価額0の機械が、1年後、1200で売却された。減価償却を定額法で行なっているとして、2001年の譲渡益は幾らか。

　譲渡総収入金額－取得費等＝譲渡益

　1200－1000＝200　　　　　　ではない。

　1200－（1000－500）＝700　である。

　減価償却で譲渡益を計算する際の取得費を調整（取得費＝原価－減価償却費）。

(2) 加速度減価償却(accelerated depreciation)

　真の経済的減価償却と加速度減価償却の例：利子率10％。2001年～2002年にかけて毎年1000のキャッシュ・フローをもたらす機械があるとする。2002年末にその機械はスクラップとなり無価値となるとする。真の耐用年数が2年であるところ、加速度償却のために1年で全額償却されるとする。
	
	cash flow
	現在価値
	減価償却
	所得
	加速度償却
	所得

	2000
	-1735
	1735
	
	
	
	

	2001
	1000
	909
	826
	174
	1735
	-735

	2002
	1000
	0
	909
	91
	0
	1000

	現在価値
	
	
	
	282
	
	192


　282と192との差の意味　←2001年において909余計に多くの費用を計上。

　耐用年数が短い資産（つまり減価償却費が早期に大きく出る資産）が租税回避によく用いられる。

　エンペリオン事件・大阪高判平成12年1月18日訟月47巻12号3767頁、大阪地判平成10年10月16日45巻6号1153頁（類例多数）――映画の耐用年数が短いので、大きく出てくる減価償却費を、所得が余っている人に付け替えようとした事案。ただし納税者敗訴。（所得の年度帰属の問題というよりも、所得の人的帰属の問題）

(3) 圧縮記帳　（金子租税法310頁、法人税法42条等）

　例：2000年に耐用期間2年・3000円の機械を購入する際に、1000円の補助金を受けた。

　――普通、補助金は所得であり、機械の取得費は3000である。しかし、補助金分について現時点で課税することを控え、代わりに取得費を3000ではなく2000（＝3000－1000）とすることがある。取得費が補助金分だけ小さくなっているので、圧縮記帳と呼ばれる。

　次の2つの場面を比較。

(あ) 2000年に、補助金について所得課税を受け、帳簿価額を3000とする。翌2001年に機械が4000で売却された。

(い) 2000年に圧縮記帳し、1000の課税を免れ、帳簿価額を2000とする。翌2001年に機械が4000で売却された。

計算過程を板書
　圧縮記帳とは、補助金等について(永遠に)非課税とするのではなく、課税繰延を認めることである。

4.3.6. みなし譲渡

　所得税法59条：法人に対する無償譲渡・低額譲渡（施行令169条：時価の半分未満）、及び個人に対する限定承認による相続につき、時価による譲渡があったものとして、譲渡所得課税がなされる。

　無限の課税繰延を防止するため。

　国や公益法人（民法34条）等に対する贈与・遺贈について、一定の要件の下、譲渡所得課税を免れる（租税特別措置法40条。国税庁長官の承認を要する）。

4.3.7. 実現とは何か

Eisner v. Macomber, 252 U.S. 189 (1920)
　株式配当を受けた株主が課税されるか、が争われた事例。判決は、株式配当は所得でないとした。

　前提：現金配当は所得とされ、課税される。全く配当していないで法人の内部で留保し続けている場合、株主に所得が実現したとは考えられず、課税されない。

　経済的に（時価主義的に）観察すると、前提からしておかしい。

　株主が1株120で100株を出資してA法人を設立する。株主の一人であるBは20株保有している。設立当初のA法人の資産の合計は12000、負債0、資本金12000、利益剰余金0。

　A法人の営業がうまくいき、8000の利益を上げた。A法人の資産が合計20000であり、うち現金が6000、その他の資産が14000であるとする。負債0、資本金12000、利益剰余金（留保利益、配当可能利益）8000。

貸借対照表を板書

　株価＝200
　Bの有する株式の合計は　200×20＝4000
　1株あたり60の現金配当がなされるとする。

　株価＝140（＝(20000－60×100)÷100）
　Bの有する現金は　60×20＝1200
　Bの有する株式の合計は　140×20＝2800
　Bの有する現金・株式の合計は　1200＋2800＝4000
　4株あたり1株の株式配当がなされるとする。

　総株式数は100から125に増える。また、Bは5株受け取る。

　株価＝160（＝20000÷125）
　Bの有する株式の合計は　160×25＝4000

　Bが株式配当を受け取ることは、全く配当を受けないことや、現金配当を受け取ることと比べて、何か違うのであろうか？

　時価主義で観察すると、無配当（内部留保し続けること）でも現金配当でも株式配当でも、Bの経済状態は同じである。しかし、無配当（内部留保）だと課税を受けず、現金配当だと課税を受ける。

　実現主義で株価を観察するとどうなるか。

　無配当の場合

　株価は帳簿上120のまま。Bの有する資産は帳簿上2400のまま。

　現金配当の場合

　株価は帳簿上120のまま。Bの有する資産は、現金1200と、株式2400。1200だけ増加しているので、課税を受ける。

　株式配当の場合

　旧株の株価は帳簿上120のまま。新株も一株あたり120で発行されたとすると、Bの有する資産は株式120×25＝3000で、600の所得の実現があったといえなくもない。

　以上見てきたように、実現があったか否か、という問題は時々微妙なものとなる。

　経済的に観察すると同じといいうる状況についても、実現主義の下では、法的な観察の結果として、一方では所得の実現があり他方では所得の実現がない、ということになる場合がある。
　時価主義：時価評価のみが問題であり、取引に依存しない。

　実現主義：取引に依存するので、法律家が必要とされる。

4.3.8. ロック･イン効果

　原則として、権利の移転・変動があると、実現がある、と考えられている。

　未実現の値上がり（含み益built-in gainとも言われる）がある資産を今売ると課税される、売らなければ課税を繰り延べることができる。

　今売ることを控えるようになる。→ロック・イン効果、凍結効果 (lock-in effect, freezing effect)

　例：2000年に0で取得した資産が、2001年に1000に値上がりしていた。税率40%。

　第1列：2002年には1100に値上がりする。（収益率10%）

　第2列：2001年に売却して、別の資産に投資。収益率10%。

　第3列：保持し続け、2001年以降の収益率が9%。

　第4列：保持し続けることに対し、時価主義で課税。税引後再投資。

　第5列：時価主義で課税され、税額を借金でまかなう。2002年、利子費用が40。

	
	そのまま10%
	別資産10%
	そのまま9%
	時価主義
	時価主義

	2001
	1000 
税0
	税400 
投資600
	1000 
税0
	税400 
再投資600
	借金400 
継続1000

	2002
	1100 税440
残660
	660 税24 
残636
	1090 税436 
残654
	660 税24

残636
	1100 利子40

税24 残636


　　　注意：消費型所得概念・制限的所得概念の論者からは、「譲渡益に課税すること自体が二重課税を引き起こす」という批判。ロック・イン効果の問題は、実現主義を採用することによって生ずる問題である。譲渡益に課税するという包括的所得概念に基づき、さらにその包括的所得概念に適合的な時価主義を採用していれば、ロック・イン効果は生じない。

　ロック・イン効果の主犯は、課税することではなく、時価主義に基づく課税を控えていることである。
　実務上は、課税が悪者扱いされる。例えば、含み益のある資産を会社に出資しようとする場合。

　出資を妨げないようにするため、「実現」(realization)があったといいつつも、所得を「認識しない」(非認識non-recognition)とする。

　日本では、長らく、実現しても非認識とする、という制度は採用されてこなかった。しかし最近、法人の組織再編成（子会社を新たに作るなど。法人税法2条12号の2以下参照）について、一定の要件を満たせば現時点で課税しない（課税繰延）、とすることとした。

　　　注意：時価主義にのっとり出資の有無を問わず毎年値上がり益に課税していれば、やはり出資等は妨げられない。

　　　発展：課税することが悪い、とする議論（これは特に実務界から強く言われる）。時価主義でないことが悪い、とする議論。（消費型所得概念論者等が）譲渡益に課税すること自体が悪い、とする議論。

　（ロック・イン効果だけの問題ではないが）「譲渡所得は物価上昇による資産価値の名目的増加にすぎない」から譲渡益に課税すべきでない、という見解を金子租税法215頁が紹介し、そして否定。

　名目額のみを見て、機会費用を考慮しない包括的所得概念。

　実際には譲渡所得について、課税緩和規定が設けられることが多い。

4.3.9. 平準化措置(averaging system)

　譲渡所得（所得税法33条）

　保有期間が5年以内（短期譲渡所得・所得税法33条3項1号）か否（長期譲渡所得・同条2号）かで区別されており、長期譲渡所得は半分のみが課税対象となる（所得税法22条2項2号）。
　「長期間にわたって徐々に累積してきたキャピタル・ゲインが資産の譲渡によって一挙に実現するものであるため、高い累進税率の適用を緩和する必要がある」（金子租税法216頁）という説明。

　　　注意：有価証券や不動産の譲渡益については、特別な規定（「租税特別措置法」という法律に記載）が適用されることが多い。実務上は、所得税法や法人税法だけでなく、租税特別措置法にも注意。有価証券については租税特別措置法37条の10等、不動産については租税特別措置法31条等、また金子租税法228-235頁を参照。

　緩和する必要があるのは、累進税制のみによるのでも実現主義のみによるのでもない。累進税制下でも時価主義であれば累積してきた利益が一気に課税対象となるということがない。実現主義の下でも、累進税制でなければ、税率が突然高くなるという心配がない。
　緩和の必要性は、累進税制と実現主義の組み合わせによって生じる。

　緩和するための平準化措置は、その他にも見られる。

●退職所得（所得税法30条）：退職所得所得控除後の半分が課税対象となる（30条2項）。

――「退職所得が給与の一部の一括後払であるため、平準化(averaging)の意味で累進税率の適用を緩和する必要があるから」（金子租税法213頁）と説明される。
退職所得があまりに優遇されているため、現在の給与所得を減らして退職所得を増やす、という課税逃れを誘発しかねない。

●山林所得（所得税法32条）：保有期間が5年超である場合に五分五乗方式（所得税法89条1項）が適用される。

　五分五乗方式：課税所得（ここでは山林所得）を5分の1にして、それに適用される税率を乗じ、その金額を5倍にして、税額を算出する。
4.3.10. 所得概念と年度帰属との関係
　李ジュリスト論文123頁の例――2000年末に「将来3年間、毎年度末に100を受け取ることができる有価証券」が突然生じたとする。

	
	誤
	正
	現在価値
	減価

	2000年
	0
	249
	249
	

	2001年
	100
	25
	174
	75

	2002年
	100
	17
	91
	83

	2003年
	100
	9
	0
	91


　91+83+75=249。（0, 100, 100, 100）という金銭の流入は、(249, 0, 0, 0)という金銭の流入と等価値である。つまり、現在249で売ることができる。

　2001年の1年間の間に債券の価値が75（=249-174）だけ減価。現金収入が100あるので、100-75=25が、2001年の所得。2002年が17、2003年が9。

　包括的所得概念と時価主義の組み合わせ　→「正」列

　「誤」列　←現金主義

　「誤」の方の列のに従って所得を認識し、課税する、ということは許されないのか。――「所得という言葉が所詮、その中にどんな内容を盛り込むのかを我々が決めねばならない道具概念であるなら、$（0, 100, 100, 100）という内容が内包されるように所得概念を定めればよいのではないか。この考え方は正しいが、しかし、そのような意味で定義された所得という言葉が意味しているのは、資産の価値が上昇することが所得なのではなく、上昇した価値が現金化されたときにはじめて所得になるということである。」「このような税はもはや所得税ではなく消費税である。結局、実現概念は消費税の属性を所得税の中に隠してしまうことで、2つの税制を曖昧に妥協させているのである。」（李124頁）

　ある考え方：実現主義は、執行上仕方なく採られているものではなく、人々の所得の認識の仕方に基づいている。

　時価主義を徹底すると、課税が取引・イベントから遊離する。

　例：2000年に天体観測をした結果、2003年に隕石が地球に衝突する可能性があると判明する。隕石を破壊するため、2003年にミサイル専門家が活躍する。

　2003年にミサイル専門家が活躍することが2000年の時点で予測できる。

　→2000年の時点で、ミサイル関連企業の株や、専門家の人的な価値の評価が高まる。

　→2000年の所得。

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年5月19日配布
5月12日の説明について、若干の訂正・補足

レジュメ16頁

　2000年に1000で購入した耐用年数2年、残存価額0の機械が、1年後、1200で売却された。減価償却を定額法で行っているとして、2001年の譲渡益は幾らか。

　譲渡総収入金額－取得費等＝譲渡益

　1200－1000＝200　　　　　　ではない。

[誤]　1200－（1000－500)－500＝200　である。

[正]　1200－（1000－500）＝700　である。

　減価償却で譲渡益を計算する際の取得費を調整（取得費＝原価－減価償却費）（所得税法38条）。

　譲渡収入＝700と言ってしまいましたが、譲渡総収入金額は1200です。

　圧縮記帳の例の説明でも、譲渡収入＝2500or3000と言ってしまいましたが、譲渡総収入金額は4000です。

　講義で1200－（1000－500)－500＝200と言ってしまったのは、譲渡益ではなく、一気に課税所得の計算まで行なってしまったからでした。

　正確には、まず、上の計算によって譲渡益（所得税法33条3項：譲渡益＝「総収入金額から…資産の取得費[等]…を控除し」た額）が700と出てきます。

　その他に事業所得（所得税法27条2項「事業所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額」）について計算するときに事業総収入金額が（特に記述されていないので）0、必要経費が500（←減価償却費）、差し引き-500です。

　最終的に700－500＝200、が課税対象となります。

　法人税の場合、所得分類はありませんが、益金（法人税法22条2項）を計算するときに譲渡益700が立てられ、損金（同条3項）を計算するときに減価償却費500が立てられ、その他に営業収入がないので、やはり最終的に700－500＝200、が課税対象となります。

4.4. 帰属所得

本節について、金子租税法204頁、206頁、225頁参照。

金銭的価値の流入のみが所得ではない。価格が明示的に現れるわけではないので、執行がひどく困難であるが、しかし租税負担の配分における公平を考えるにあたって無視することができない。

4.4.1. 帰属所得とは

　帰属所得imputed income：自己の財産の使用から生ずる利益又は自己（家族含む）のためにする役務提供（自家労働）によって生ずる利益。

　所得税法36条：「その年において収入すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもつて収入する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）」

　所得税法は非金銭的利益も課税対象とするといっている。しかし、現実に課税対象となりうるのは、以下にあげる帰属所得の全てではなく、fringe benefitが問題となりうるだけである。

　4.2節（所得概念）で「金銭的価値で表現しなければならない」と述べたことと、ここで言っている「非金銭的利益も課税対象である」との関係について。

○AとBの二人がりんごを食べたときの満足感（効用）を計量し課税対象とすることは、技術的に困難である上、仮に技術的に可能であったとしても個人的感情を課税の基礎とすることが人々の公平感に合致するとは限らない（公平感を実証するのは難しいが）。

○Cが100円を受け取ったときと、Dが100円相当のりんごを受け取ったときとで、同じ課税を受けるべきである。（有体物と役務）
4.4.2. 自家労働

　自家労働：自分で自分に労務を提供すること。

　床屋が客の髪を切る　→客から2000円の収入（＝所得）を得る。（便宜的に費用0とする）

　客が床屋に行く　→2000円を消費支出。課税対象から控除されない。
　自分で自分の髪を切る　→2000円の収入(＝所得)を得、2000円の消費支出をした
　同一人物である場合だけでなく、家族内の役務提供も同様に考えられる。

　例：夫が、外で稼ぐ妻のために夕食を作る。

　現実には課税対象となっているわけではない。（後述の帰属家賃と異なり、課税対象とすべきであるという立法論も殆ど聞かない。）

　→課税単位の問題へ

4.4.3. 自家消費

　自家消費：例えば食料品店の店主が売り物の食料品を自分で食べること。

　棚卸資産：事業者が仕入れ・販売等をする原材料・商品・製品・半製品等。

　所得税法・消費税法の適用に当たって、店の帳簿上は売ったものとして処理しなければならない。

　所得税法39条：たな卸資産等の自家消費の場合の総収入金額算入
　消費税法4条4項1号：「個人事業者が棚卸資産[等]を家事のために消費し、又は使用した場合における当該消費又は使用」は、「事業として対価を得て行われた資産の譲渡とみなす」（28条2項1号参照）
　プロの床屋が自分で自分の髪を切った場合も、八百屋が売り物の野菜を自分で食べることと経済的には同じであるが、立法上手当てされていない（←上記法令は「たな卸資産」に限定しているため）。

4.4.4. fringe benefit

　雇用者が従業員に給付する給料以外の便益のこと。

　→労働と租税の関係について論ずるところに譲る。

4.4.5. 帰属家賃

家を買い、店子に貸す　→賃料500万円が大家にとっての収入（＝所得）を得る。

店子が家を借りる　　　→賃料500万円は消費支出であり、課税対象から控除されない。

家を買い、自分で住む　→店子として500万円の消費支出をし、大家として賃料500万円を得た、と考えられる。

　現在は課税対象となっていない。（しかし課税する立法例がないわけではない。日本でも、課税対象とすべきである、という議論があるにはある）

　帰属家賃非課税がもたらす非中立性

税引き後5000万円の現金を有するAとBを想定。利子率＝10%。家賃は500万円。

○Aは家を買う。帰属家賃500万について課税なし。
○Bは貯蓄し、借家住まい。利子所得500万円を得るが、家賃500万円は控除されない。
　――AがBよりも有利である。→持ち家を非中立的に促進している。

　（建築関連企業の政治力により、様々なところで持ち家促進政策が採られているが）

参照：中里実『金融取引と課税』147-229頁（有斐閣、1998年、初出：中里＆Ramseyer「所得税における借入金利子の取り扱いに関する比較法的研究」一橋大学研究年報法学研究17号1-96頁1987年）

　　発展：AとBとの間の中立性を達成するためには、帰属家賃について課税するという政策のほかに、Bの支払う家賃を所得から控除するという政策も考えられる。Bの家賃も控除するとした場合にどのような歪み・非中立性が生ずるか。
6月2日　　　復習

租税法への招待

租税法を学ぶ意義　1頁

　――余計な租税負担を負わないようにするためという実学的要請と、公平を議論する土台の提供。

租税の意義・機能　2頁

(1) 公共財提供のための資金調達

　公共財とは何か　――非競合的（利用する人が増えても追加的費用がかからない）

　　　　　　　　　　　非排除的（利用する人を締め出すことが困難）

どちらが公共財的か。

　CDで売られる音楽と、インターネットでダウンロードされる音楽

　隅田川での花火と、遊園地での花火

　公共財の典型としての軍備　――民営化しにくいので政府が運営する。

(2) （所得・富の）再分配

(3) 景気調整

(4) 政策実現の一手段（望ましくない活動に重く課税する等）

租税の定義　2-3頁に譲る

租税を課すことの正当化根拠　3頁に譲る

憲法

租税法律主義　4頁

(1) 課税要件法定主義　←民主主義

(2) 課税要件明確主義　←自由主義（予測可能性）

(3) 合法性の原則

(4) 手続的保障原則

租税公平主義　5頁

憲法14条1項：平等取扱原則　――裁判所が立法裁量を広く認めていて、あまり問題とならない。

担税力　――課税対象とすべきであるという結論であって、理由ではない、という理解。

納税者対課税当局、納税者対一般国民　――手続的な正義と、実体面での公平さ。

水平的公平と垂直的公平　

　　垂直的公平：異なる状況にある二者を異なって扱え

　　水平的公平：同様の状況にある二者を同様に扱え

公平と中立性　5-8頁

　差別的な取り扱いが常に不公平であるとは限らない。

　市場における調整の例：税のない世界で、ともに収益率10％のA・Bという2つの投資先があるとする。A債券を非課税のままとし、B債券に対して税率50％で課税する。

　Aの税引後収益率は10％
　Bの税引後収益率は5％
　　→人々はAにより多くの投資をするようになる。Aの税引前収益率が下がり、Bの税引後収益率が上がる。例えば、Aの税引後収益率が7%、Bの税引後収益率も7%、といった水準で均衡する。

　A債券とB債券との選択というような自由な選択ができない状況であれば、差別的な扱いが不公平を生み出しうる。

　差別的取扱（非中立的な取扱）が不公平をもたらさないこともあるとすると、非中立の何が悪いのか。

　　――非効率をもたらす。死荷重（deadweight loss）が生じる。

自主財政主義　8頁に譲る

所得税

所得税の歴史と意義　10頁に譲る

所得概念　10頁

・消費型所得概念

・制限的所得概念

・包括的所得概念　定義式は　所得＝消費＋純資産増加
現在稼いだ収入のうち、貯蓄に当てた部分を課税対象とするべきでないとする所得概念は

　――消費型所得概念
贈与者の所得から贈与分を控除しない所得概念、譲渡益に対して課税する所得概念は

　――包括的所得概念
包括的所得概念に則った課税（税率40%）を前提とすると、

　Aが60の賃金を稼ぎ、Bが40の賃金を稼ぐとすると、両者の税額の合計は40（＝24+14）
　Cが100の賃金を稼ぎ、全てDに贈与すると、Dの手元に残るのは36. 税額合計は64.

税率40％、利子率10％、包括的所得概念による課税を前提とする。

　Pは3000稼ぎ、今年全て消費する。税額は1200、消費額は1800。

　Qは3000稼ぎ、今年税引後所得を全て貯蓄して、来年消費する。今年の税額は1200、貯蓄額は1800、来年受け取る利子は180、来年の税額は72、来年の消費額は1908、来年の消費額を今年に割り引いた場合の現在価値は1734。

　QよりPの方が有利である。

包括的所得概念は数々の二重課税を生み出す　13頁

　富の集中を排除し再分配する、という政治的意図を伴っていた。

所得の年度帰属と課税繰延　14頁

　所得税法36条1項「その年において収入すべき金額」　→権利確定主義
時価主義と実現主義　14頁

　例：利子率10％。税率40％。2000年に0で購入した土地が2001年に1000に値上がりしていた。しかし2001年においては土地を保有し続けていた。2002年に土地を売却したとき、1100で売れた。

　実現主義は課税繰延をもたらす。

　マイナスは早く認識してもらうこと、プラスは遅く認識してもらうこと、が納税者にとって有利である。

　課税繰延による利益＝繰延べられた税額（400）の繰延べられた期間（1年）の利子相当分（40）.

未実現利得に課税しない理由　15頁

(1) 評価・捕捉の困難

(2) 納税のための資金調達の困難

(3) 時価主義・包括的所得概念への違和感

管理支配基準　15頁に譲る

減価償却　16頁

　例：2000年末に1400円で資産を購入。耐用年数4年、残存価額200円で、減価償却を定額法で行なっているとする。2003年末に400円で売却された。譲渡益は幾らか？（課税所得の計算は無視）

　1年間で300円減価償却する。

　2003年における帳簿上の価額は500円(＝1400－300×3).

　実際には400円で売却されたので、譲渡益は－100円である。

加速度償却・圧縮記帳　16頁

　費用を早い年度に計上すること。

　永遠に課税しないのではなく、課税繰延をするだけ。

みなし譲渡　17頁

　所得税法59条：含み益（未実現の値上がり益）がある資産を法人（限定承認は無視）に譲渡する際、無償（或いは著しく低額）な場合、時価による譲渡があったものとして、譲渡所得課税をする。

　→永遠に課税繰延されることを防ぐため。

実現とは何か　Macomber判決　17-18頁に譲る

　――要するに、無配当（内部留保)でも現金配当でも、時価主義的に見れば同じ経済状態であるが、実現主義の下では異なる扱いがなされる。

ロック・イン効果　18頁

　含み益（未実現の値上がり益）がある資産を、今売ると課税される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売らなければ課税されない課税繰延。

　→今売ることを控えるようになる。

　元々時価主義に則って課税していれば、ロック・イン効果は生じない。

平準化措置　19頁

　長期譲渡所得、退職所得、山林所得について、課税を緩和する規定がある。

　一気に所得が実現してしまうことと、累進税制の下で高い税率に服することによる不都合を緩和する。

所得概念と年度帰属との関係　19-20頁

　例：2000年末に、「1年後2000を、2年後1000を受け取ることができる有価証券」を得る。

　現金主義　（0, 2000, 1000）

　時価主義的に考えると、2000年末の所得は1818+826＝2644である。

　時価主義に則った課税は、人々の常識に反することとなりうる。

　包括的所得概念に適合的なのは時価主義であるが、実現主義が消費型所得概念と曖昧に妥協させている、という研究がある。

租税回避のポイント

(1) 所得分類・所得区分　（国内：所得税法23～35条、国際：所得税法161条・法人税法138条）
　――第4章第7節で給与について取り上げる。

(2) 収入・費用（益金・損金）の年度帰属　（所得税法36条、法人税法22条）
　――本講義の第4章第2節

(3) 所得の人的帰属　（所得税法12条、法人税法11条）
　――本講義の第4章第5節、及び法人税で。

(4) 所得の地理的割当　（国際：所得税法161条・法人税法138条）
　――主に国際租税法で（浅妻の博論）。

　(3)と(4)は、所得の空間的帰属といえる。そして、(2)と(3)(4)を合わせ、所得の時空間（クロノトポスchronotopos 造語であり辞書にはない）における帰属、という把握の仕方をする論者がいる。――中里実「法人課税の時空間(クロノトポス)――法人間取引における課税の中立性」杉原泰雄先生退官記念論文集『主権と自由の現代的課題』361頁(勁草書房、1994)

所得には、上記のような属性がある。これを租税属性と呼ぶ者がいる。所得を自分に都合のよい位置に付け替えることが、租税回避のポイントである。これを、租税空間における租税属性の帰属、と呼ぶ者がいる。――増井良啓「租税属性の法人間移転」法学協会雑誌113巻3号1頁(1996)→増井良啓『結合企業課税の理論』(東京大学出版会、2002)に収録

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年6月9日配布
4.5. 所得の人的帰属

本節について金子租税法145-176頁（166-173頁中心）、186-188頁、189-194頁、247-248頁参照。

4.5.1. 用語

課税要件：納税義務の成立要件（それが充足されることによって納税義務の成立という法律効果を生ずる法律要件）。

納税義務者：租税法律関係において租税債務を負担する者。

　　経済的に租税を負担する者と一致するとは限らない。法人税、消費税等。

　　徴収納付義務者：納税義務者から租税を徴収し、これを租税債権者（税務署等）に納付する義務（＝徴収納付義務）を負う者。所得税の源泉徴収、ゴルフ場利用税の特別徴収など。手続き上、納税義務者と大きく異なるわけではない。

　　連帯納税義務者・第二次納税義務者…本講義では割愛。

課税物件・課税客体：課税の対象とされる物・行為又は事実のこと。所得税については所得、相続税については相続によって取得した財産、消費税については資産の譲渡等、印紙税については課税文書の作成、等々。

課税標準：課税物件たる物・行為又は事実を表す金額・価額・数量等のこと。所得税について、課税物件は所得であり、課税標準は所得金額。

　　従価税：金額を課税標準として課される租税。所得税、消費税等。

　　従量税：数量を課税標準として課される租税。酒税等。

所得控除(deduction)・税額控除(credit)：所得控除（所得税法72～87条）は、所得額から減額されるもの。例えば所得税法86条は38万円の基礎控除を定めている。税額控除は、税額から減額されるもの（法人税・国際租税法を勉強しないと理解しにくい）。

　　参考：日税研論集52巻『所得控除の研究』(2003)所収各論文

税率：課税標準に税率を乗じて税額が算出される。

所得税法89条1項（超過累進税率表）

330万円以下の金額


100分の10

330万円を超え900万円以下の金額

100分の20

900万円を超え1800万円以下の金額
100分の30

1800万円を超え3000万円以下の金額
100分の40

3000万円を超える金額


100分の50

（但し現在は特例により1800万円以上について37%）

　　例えば438万円の所得があって、38万円の基礎控除のみ適用される場合、控除後の400万円についてのみ課税対象となり、330万×10%＋70万×20%＝33万＋14万＝47万円が税額となる。この場合、限界税率(marginal rate)は20%である（追加的に1万円得たときに2000円の税負担を負う）が、平均税率(average rate)は47/400＝11.75%である。また、実効税率(effective rate)は47/438＝10.73%である。

　　参考：日税研論集49巻『税率の法理論』(2002)所収各論文

4.5.2. 実質帰属者課税

所得税法12条：資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人であつて、その収益を享受せず、その者以外の者がその収益を享受する場合には、その収益は、これを享受する者に帰属するものとして、この法律の規定を適用する。（法人税法11条も同様）

法律的帰属説：課税物件の法律上（私法上）の帰属につき、その形式（名義人）と実質（真実の法律上の帰属者）とが相違している場合に、実質に即して帰属を判定すべきである、と解す。

経済的帰属説：課税物件の法律上（私法上）の帰属と経済上の帰属とが相違している場合に、経済上の帰属に即して課税物件の帰属を判定すべきである、と解す。

法律的帰属説が通説。――経済的帰属説では「納税者の立場からは、法的安定性が害される」「税務行政の見地からは、経済的に帰属を決定することは、実際上多くの困難を伴う」（金子租税法169頁）と説明される。

○納税者の立場からは、法的安定性が害される――Aが経済的に利害を有しているが、租税回避のために契約をうまく仕組み、法律上（私法上）の帰属をAからBに移転させた場合に、その私法上の法律構成が有効であると認められる限り、税務上もBが所得を得た者であるとして課税される。課税庁が「経済的利害はAのものであるから、Aの所得である」として課税することは、否認規定がない限り認められない（所得税法157条：同族会社の行為計算否認のような一般的な否認規定があるときに、どのようにして一般的否認規定の適用が認められるかについては別論である。学説の大勢は、一般的否認規定の適用についてもそれは最後の手段であって慎重であるべき、とする。）。

○税務行政の見地からは、経済的に帰属を決定することは、実際上多くの困難を伴う――例えば、銀行預金の名義は夫であるが、普段妻が預金利子を引き出していて妻が費消している場合であっても、納税者側が妻の所得であるとして納税申告することは、徴税の便宜から税務上認められない。

経済的帰属説は、課税当局が手前勝手に用いる便宜の説であるとして、学説上ばっさり切り捨てられることが多い。
しかし、水野租税法269-271頁は、「いずれの説が妥当であるかということは、所得の種類によって異なるのではないかと考えられる」と述べる。

給与所得・利子所得――法律関係が明確に存在しており、法律上の帰属が明確であり、法律的帰属説で十分。

農業・営業等の事業所得――収益の法律上の帰属者が明確でないことが少なくない（農地所有者は親であるが営農しているのは子である場合、飲食店としての食品衛生法上の許可を得ている名義人は夫であるが夫は外に勤めに出ており飲食店で働いているのは妻である場合、等々）。「経済活動の実態をみることにより、収益の帰属者を判定する必要があるので、経済的帰属説を採用するしかない」と水野教授は述べる。

本講義では、法律的帰属説に従っておく。
事業所得に関する水野教授の指摘に関し、稼得者課税・共同事業として款を改める。
4.5.3. 稼得者課税

(1)　0-330万の税率が10%、330-900万の税率が20%、給与所得控除その他の所得控除を無視する。父が500万の賃金を稼ぐ。そのまま課税されると、税額は、
330万×10%＋170万×20%＝67万円
父が娘と賃金を折半するとする。税額を次のように減らすことは可能か。

250万×10%×2＝50万

　東京地判昭和63年5月16日判時1281号87頁（最判平成3年12月3日で確定）――婚姻に先立ち夫婦財産契約（民法756条）を締結し、夫の所得の半分を妻の所得であるとして申告した事例。裁判所は、「夫又は妻が一担取得した財産の夫婦間における帰属形態をあらかじめ包括的に取り決めたものと解」した。半分妻の所得であるとする申告は認められず、全て夫の所得であるとして課税される。

　納税者の主張はあながちおかしなものではない（法律的帰属説に則り、所得の半分は法的に妻に帰属している、といっていえないこともない）。しかし、裁判所の判断の補強として、水野租税法267頁が「労働基準法24条において、原則として、給与を第三者に支払う契約を無効とされることにも支えられている」という論もある。

　　参考：アメリカでも、Lucas v. Earl, 281 US 111 (1930)において、稼いだ所得を夫婦間で均等分割する契約を結んでも、連邦所得税法上所得移転は無効であるとされた例がある。しかし、Poe v. Seabon, 282 US 101 (1930)では、州法の夫婦財産共有制度により所得が夫婦間で均等に帰属する場合、連邦所得税法上も所得分割が有効とされた。これは州法に依存するので、州によって扱いの違いが生まれ、混乱が生じた。そこで1948年に連邦所得税法を改正し、連邦レベルで夫婦についての扱いを統一させた。→課税単位論へ（ただし本講義では課税単位論は扱わない）。

(2)　小説家である母は、500万円の印税を稼ぐ可能性がある。母は出版社から印税を受け取る権利を息子に譲渡した。500万円の印税は息子の所得であるとして課税されるか。

　――恐らく税務上も所得の移転を認めざるをえないであろう。

(3) 厳密に稼得者を納税主体とすべきかどうか、という問題（父のみを納税主体とするか、父と娘の両方を納税主体として所得の分割を認めるか、という問題）は、納税者間の公平を図る際に、収入を得るところに着目するのが公平か、消費主体に着目することが公平か、という公平感に大きく影響されるものと思われる。立法政策として考えた場合、消費主体に着目して父と娘の所得分割を容認することにも合理性があり、また解釈論としても所得分割を容認することは不可能ではない、と私は考えている。父と娘との間の所得分割に対しては、高い累進税率を回避することが悪であるという観念がこれまで強く影響してきているが、累進税率が必然的に稼得者に着目することを要請するわけではない、ということにも留意すべきである。沢山稼ぐから累進税率を適用するということにも、沢山消費するから累進税率を適用するということにも、合理性は同程度にある。

　従来、稼ぐ側面に着目して累進税率を設計し、子育て等の事情については所得控除（所得税法84条：扶養控除等）で配慮してきた。しかし、立法政策において、これがありうべき唯一の解であるわけではない。

4.5.4. 家族共同事業
家族ぐるみで事業を行なうことは珍しくない。

所得税法56条：事業等所有者が家族構成員に支払った対価を必要経費に算入することを否定する。（みなし規定の一つ）

　――家族内では、過大な給与支払等の手法により、父から息子へ等、実態にそぐわない所得移転がなされる恐れが高い。実態がなければそもそも脱税であるが、過大な給与支払であるのかといったことを課税庁が調査することには困難がある。そこで、このようなみなし規定が設けられる。

所得税法57条：専従者控除。一定の要件の下、家族従業員への給与支払が認められる（支払者側で必要経費に算入でき、受取者側で給与所得に算入する）。

　――この専従者控除と、後述する法人成りにより、56条はかなり骨抜きになっている。

法人を設立している場合

　事業による収益について、法人が納税主体となる。個人は、給与や配当を受け取ったときに、納税主体となる。

　個人事業者については、家族への給与支払いについて所得税法56条の制限がある（57条が部分的に救済している）が、法人成りすれば（法人格が否認されるなどしない限り）、家族への給与支払（つまり家族内で所得を分割し高い累進税率を回避すること）も適法に行なえる。

法人を設立していない場合

　夫婦で或いは親子で農業や営業を行っている場合、共同事業として、それぞれ各人の所得として申告することが、解釈論上認められてもおかしくない。しかし、判例では、一人の「事業の主宰者」に所得が帰属する、という扱いがなされてきた。

　最判昭和32年4月30日民集11巻4号666頁がしばしば引用される。ただし、これは納税者側が所得分割を主張した事案ではない。夫が田畑を有し日雇い人に指図をして農作業をさせており、妻は日雇い人のお茶や食事の世話をする程度であったという事実関係（町による上告理由を見ると、本当に妻が些細なことしかしていなかったのか疑いも残るが、裁判所の認定事実としては、妻は農業に関わる大したことをしていない、というものである）において、町が妻に課税しようとしたところ、裁判所は妻が所得を有していると認めなかった（つまり町民税の賦課は不適法であるとした）事案である。

　東京高判平成3年6月6日訟月38巻5号878頁――父が歯科医院を営んでおり、子は歯科医師国家試験に合格した後、父とともに同医院において診療に従事した、という事実関係。事業主は父のみである、と判断された。

　広島高松江支判昭和34年3月20日行裁例集10巻3号427頁――夫が農地を所有しているが、耕作は妻が行なっており、夫は郵便局勤務で、耕作には時折関与する程度であった、という事実関係。農業所得は、主宰者たる妻に帰属する、と判断された。

　ただし、金子租税法168頁は「場合によっては、二者択一的な考え方が実体に合わず、むしろ夫と妻あるいは父と子の共同事業と見るべき場合があると思われる」と述べる。上掲の裁判例は、主宰者でない者の事業への貢献が微小であるという事実関係であることが多く、夫も妻も同じくらい事業に貢献している、といった通常想定する例に近い事案ではない。（私も含め）学説ではこの金子教授の考えへの賛同が強いと思われる。

　稼得者課税において問題とした事例と異なり、ここでは（僅かであるかもしれないが）労働をした者に所得の帰属が認められるかが問題となっている。

　「家族的共同事業は、契約を結んでいなくても、任意組合契約の黙示の合意が有るとすることも考えられる」（水野租税法271頁）（任意組合契約：民法667条）が、少なくとも実務においては、明示の契約がない限り、黙示の任意組合契約を認定してそれぞれの組合員に課税する（組合自体は納税主体とならない）、ということはなさそうである。

　それでは、明示的に任意組合契約を締結したらどうであろうか。

　金子租税法188頁「夫婦が民法上の組合を作って共同事業を行なった場合は、現行法上これを否認する規定がないから、その利益は持分に応じて夫および妻の所得となると解さざるをえないであろう。」私も正当な考え方であると思う。ただし、実務で（特に課税庁が）これを認めらかどうかは不分明。

4.5.5. 課税単位

講義では割愛。試験範囲にも含めない。

金子租税法186-188頁

　個人単位で課税すべきか、夫婦単位で課税すべきか（或いは家族単位で課税すべきか）という議論。

　帰属所得と所得の人的帰属の応用問題といえる。結論は「累進税率のもとでは、『合計所得の等しい夫婦ないし家族には等しい税負担を』という公平の要請と税制の婚姻中立性の要請を同時にみたすことは不可能である」（187頁）というもの。

オルドマン・テンプルの法則（水野租税法278-279頁）

(1) 片稼ぎの夫婦は、同じ所得の共稼ぎの夫婦よりも、税負担が重くなるべき。片稼ぎ夫婦には、働いていない者の家事役務による帰属所得があるから。

(2) 夫婦2人の所得合計額と、独身者2人の所得合計額が等しい場合、前者の税負担が重くなるべき。夫婦世帯には共同生活による規模の利益があるから。

(3) 独身者1人の所得と片稼ぎ夫婦の所得が等しい場合、前者の税負担が重くなるべき。前者の方が生活のための費用が少なくて済むから。

　――A（独身者1人500）、B（片稼ぎ夫婦500）、C（共稼ぎ夫婦250＋250）、D（独身者2人250＋250）のとき、税負担はA＞B＞C＞Dであるべき。

4.5.6. 信託

講義では割愛。試験範囲にも含めない。

所得税法13条、法人税法12条が、信託に関し、所得税法12条、法人税法11条の実質所得者課税の原則に対する特則を定めている。

（信託が何か、といったことについて説明する時間的余裕がない）

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年6月16日配布
4.6. 租税法の解釈と適用：「租税法と私法」論

金子租税法118-139頁参照。

（所得税だけでなく、体系的にはあらゆる租税に共通する話題である。本節の内容は、3.1：租税法律主義、及び4.5.2：実質帰属者課税と密接に関連する）

4.6.1. 解釈

文理解釈（文言解釈）が原則

拡張解釈・類推解釈・目的的解釈をそう簡単に認めてはならない。

――形式的には、憲法84条の租税法律主義（その中でも課税要件明確主義）。Cf. 刑法と憲法31条.

　　実質的には、租税法は侵害法規であるから。

固有概念：他の法分野では用いられてなく租税法が独自に用いている概念。例えば所得。その解釈は当然租税法独自になされる。

借用概念：他の法分野で用いられており既にはっきりとした意味内容が与えられている概念（例えば、配当、相続等）を租税法が借用する場合、当該他の法分野におけるのと同じ意義に解釈されるべき、とするのが通説（統一説）。ただし別意に解すべきことが租税法規の明文又はその趣旨から明らかな場合は別論。私法上におけるのと同じ意義に解することが法的安定性の見地から望ましい、という理由。また、憲法84条の租税法律主義（その中でも課税要件明確主義）。租税法独自の解釈をするというのでは、租税法が明確に定められているとはいえない、ということである。

　異説…独立説：租税の徴収確保又は公平負担の観点から、借用概念であっても租税法独自に解釈すべきである。

　　　　目的適合説：必ずしも租税の徴収確保に資する解釈が優先するわけではないが、借用概念であっても租税法の目的に適合的な解釈をすべきである。

　ただし、統一説が原則であるといっても、現実の事案の結論を導くに当たって統一説から演繹的に考えていけばよい、というほど事態は単純でない。例えば、統一説に関し「別意に解すべき～～」とあるが、どのような時に「別意に解すべきことが租税法規の趣旨から明らかな場合」に当たるかを考えると、その範囲次第では（その範囲を広げていけばいくほど）、統一説と独立説・目的適合説との差は極めて小さいものであるのかもしれない。

4.6.2. 節税・租税回避・脱税

節税(tax saving)：租税法法規が予定しているところに従って税負担を減少させること。合法。

租税回避(tax avoidance)：「私法上の選択可能性を利用し、私的経済取引プロパーの見地からは合理的理由がないのに、通常用いられない法形式を選択することによって、結果的には意図した経済的目的ないし経済的成果を実現しながら、通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ、もって税負担を減少させあるいは排除すること」（金子租税法125頁）。「課税要件の充足そのものを回避する行為」（同126頁）。否認規定がなければ否認されない。合法。否認されない限り、節税と変わりない。

脱税(tax evasion)：課税要件の充足の事実を全部又は一部秘匿して、税負担を減少させること。違法。刑事罰の対象ともなりうる。

Cf. タックス・シェルター(tax shelter租税回避商品)：高度に複雑な一連の契約を組み合わせて租税負担の軽減を図る仕組み（スキームschemeと呼ばれることもあるが、ストラクチャーstructureの方が適切）。尤も、概念の内容がきっちり定義されているわけではなく、また、このような概念を用いたからといって実定法の解釈に資するところはない。この語の使用は（実社会においてはともかく）学問上は推奨できない。

租税回避の例――「土地の所有者が、もっぱら譲渡所得に対する税負担をまぬかれるために、土地を譲渡する代わりに、その上にきわめて長期間の地上権を設定して、土地の使用・収益権を相手方に移転し、それと同時に、弁済期を地上権の終了する時期として相手方から当該土地の時価に等しい金額の融資を受け、さらに右の二つの契約は当事者のいずれか一方が希望する限り更新すること、および地代と利子は同額としかつ相殺することを予約したとする。このように複雑で異常な法形式を用いることによって、土地所有者は、土地を譲渡したのと同一の経済的成果を実現しながら、譲渡所得の発生を免れることができる」（同126頁）。（但し、現行の所得税法33条は、「譲渡」に限定してなく、一定の条件を満たす「地上権…の設定」等も含めている）

租税回避(行為)の否認――「租税回避があった場合に、当事者が用いた法形式を租税法上は無視し、通常用いられる法形式に対応する課税要件が充足されたものとして取り扱うこと」（同126頁）

個別的な否認規定があれば否認されることは、当たり前である。
（例えば所得税法33条1項括弧内、所得税法施行令79条・80条）
問題は次の二点。

(1) 否認規定がない場合にも否認が認められるか否か。

(2) 一般的・総括的な否認規定を以って否認できる場合とはどのような場合か。

(1)について――通説は認められないと解す。否認規定なき否認は、憲法84条・租税法律主義に適合的でない。「また、否認の要件や基準の設定をめぐって、租税行政庁も裁判所もきわめて複雑なそして決め手のない負担を背負うことになろう（たとえば、地上権を設定し、それと同時に多額の融資を受けた場合に、融資の額が土地の時価の何割以上であれば否認が認められるのか、という問題を考えただけでも、行政庁および裁判所が悪戦苦闘を強いられることは明らかである）。」（同128頁）

　尤も、後半の説明に対しては、「その種の悪戦苦闘は、殆どの法分野において当然のようになされていることであり、法の解釈にはその種の悪戦苦闘が必然的に付きまとうものである」、といった批判が可能であるかもしれない。租税法がその種の悪戦苦闘を回避すべき理由があるとすれば、それは租税法律主義（課税要件明確主義）の要請するところであるから、といった説明になろうか。
　ただし、租税法律主義を根拠とする説明に対しても、「そもそも法の解釈が一義的・明白であるべきなどというのは幻想にすぎず、法の目的・趣味等も加味してなされることが解釈という作業に必然的に伴うのであり、目的・趣旨等を加味することがありうることは明らかなのであるから、目的・趣旨等を加味して解釈されることが予定されている租税法によって規律されておりかつ目的・趣旨等に従った解釈がなされている限りにおいて、否認規定なき否認を認めても、租税法律主義に違背するものではない」、といった批判が可能であるかもしれない。

　　（否認規定なき否認が認められないとすると、租税回避を行なった者と通常の法形式を選択した別の納税者との間で不公平が生じてしまうことが懸念される。租税回避を行なうことができる者は高所得者に限られるかもしれず、租税負担の公平な配分という要請に一層反することとなる。更に、弁護士等が租税回避に勤しむことは資源・頭脳の無駄遣いなのではないか、という懸念もある。ただし、3.1：租税法律主義で紹介した渡辺智之論文参照。）

　否認規定なき否認が認められるかについて、最高裁の判断はなく、下級審の裁判例は分かれている、と説明されている。しかし、近年の裁判例は、否認規定なき否認は認められない、ということを前提とすることが多い。更に、課税当局の側も否認規定なき否認は認められないという前提を受け入れるようになっている。否認規定なき否認は認められないという前提の下、後述する別の理由付けにより否認するのと同様の結果が導かれるか、に議論の焦点は移りつつある。

　　発展：従来、租税回避の否認の可否について議論が集中してきた。逆の状況は？ 納税者がうっかり税負担の重くなる私法上の法形成をしてしまった場合に、明文の規定なしに、通常の法形式が採られた場合の課税要件の充足があったとして、税負担を軽くすべきであるか？
(2)について――学説の支配的な趨勢は、一般的否認規定があってもそれは伝家の宝刀であってみだりに振りかざすべきではない、としているように見受けられる。

4.6.3. 租税回避の否認に類似すること
　通説に従い否認規定なき否認が認められないという前提をとったとしても、納税者の租税負担軽減の試みが常に成功するとは限らない。

　租税負担軽減の試みが敗れる2つの流れがある。

(1) 契約・法律構成の真正性

(2) 租税法規の解釈

(1)について

　いわゆる事実認定・私法上の法律構成による「否認」について

　――納税者が主張する法律構成（主に契約）の真正性が否定され、租税回避が成功しない場合のこと。契約が裁判所によって認められていないので、租税回避が否認されるのではなく、そもそも租税回避が成立していない、とされる。結果的に租税回避を否認することに類似するが、通常言われるところの租税回避の否認とは異なるので、提唱者は括弧つきの「否認」という表現をする。

　事実認定による「否認」と私法上の法律構成による「否認」とが、同じなのか、違うのか、意図的に曖昧に書かれてある。

　金子租税法129, 138-139頁の仮想行為の説明と合わせて、次のように説明されよう。

	狭義の事実認定
	金塊を隠す、偽の印鑑を押した契約書を証拠として提出する、など。
	あからさまな脱税

	真意の認定（≒契約解釈）
	契約書に書いてある通りの真意を有していると認められるか否か。例えば、所有権を甲から乙に移すという真意があったか否か。
	真意がなければ仮想行為であり、租税回避不成立。脱税とされるか限界線。（脱税と解しうると私は考える）

	真意と異なる契約解釈
	Aという契約を真に意図していることが認められても、ごく例外的であるが、裁判所がその真意に即した法律上の効果を認めず、Bという法律構成を認定することがある。
	これを脱税と呼ぶ者は恐らくいない。私法上の法律構成により租税回避が成立しないだけ。

	租税法規の解釈
	私法上の法律構成としてはAという契約であることが否定できない。租税法上独自に法律構成を再構成することは許されない（日本の場合）。
	否認規定なき否認は認められない。後述の(2)または否認規定の適用がありうるのみ。


(2)について――課税減免規定の限定解釈
　Cという要件を満たせば課税を減免するという規定があるところ、或る納税者が確かにCという要件を満たしているが、租税法の適用に当たり、当該課税減免規定の趣旨・目的に照らし明示されてはいないがDという要件も満たしていないと課税減免の恩恵を与えることはできない、と解釈することにより、納税者の租税負担軽減策を潰すこと。

　論者（中里、金子）によれば、租税法規の解釈の一態様であり、否認規定なき否認ではない、と説明される。

　租税法の解釈は文理解釈が基本であるところ、なぜ課税減免規定のみ目的的に限定解釈をすることが許されるのか。或る規定に課税減免が規定されていても、基準線(benchmark)の課税を達成するための規定であるならば限定解釈をすることが許されず、benchmarkから外れて特別に課税を減免する場合にのみその「特別」さに応じて限定解釈をする、ということになる。だが、租税法学がbenchmarkを提供できるほど成熟しているのか。

　この論者は、統一説を前提としつつ、課税減免規定についてのみ限定解釈が許されるとする。しかし、上述のbenchmarkがきちんと設定されるのでない限り、独立説または目的適合説に近い解釈態度を採用しているようにも見えてしまう。（統一説・独立説・目的適合説については4.6.1参照）

　事実認定・私法上の法律構成による「否認」、及び課税減免規定の限定解釈という手法は、通説になりつつある。しかしその理論的根拠が磐石であるとは見えない。また、これらの手法によりどの程度納税者が敗訴するかについては、まだまだ事例の蓄積を待たないと判断しにくい。

　そして、統一説とか私法上の法律構成による「否認」とかいったことを一般論として論ずることに、あまり意味はないとも言われる。納税者が租税負担の軽減に成功するか否かは、具体の規定、具体の事案、具体の主張の展開次第、というところがある。

　4.6.1～4.6.3の参考文献：金子宏「租税法と私法　～借用概念及び租税回避について～」租税法研究6号1-32頁(1977)、水野忠恒「「租税法と私法」論の再検討」東北大学法学45巻1号1頁(1981)、51巻2号36頁(1987)、中里実「課税逃れ商品に対する租税法の対応(上下)」ジュリスト1169号116頁(1999)、1171号86頁(2000)、藤谷武史「フィルムリースを用いた租税回避が契約解釈により否認された事案」租税研究29号165頁(2001)

4.6.4. 信義則

　講義・試験範囲から割愛。

　課税当局がうっかり租税法規に反して納税者に有利な見解を示してしまった後、その見解を翻して法を正しく適用し課税することが許されるか、という問題。もし信義則により許されないとすると、うっかり者の税吏の見解に接した納税者がそうでない納税者と比べて不当に有利になってしまうという問題があり、合法性の原則から信義則は認められない、という考え方もありうるところである。ごく形式的に考えるならば、法の不知は恕せずであり、法の正しい解釈を知らなかった納税者について保護を論ずる余地はない、とも考えられる。しかし、他方で、課税当局の見解を信じた者がその見解に従って一定の作為・不作為をなしていたとすると（例えば損金算入されると信じて寄付するなどした場合）、信義則を認めなければ納税者の予測可能性が（形式的にはともかく事実上は）害される。

4.7. 所得分類

金子租税法195-240頁参照。

　所得税法23条～35条が、10種類の所得分類を定めている。どの所得分類に当てはまるかにより課税態様が異なる。金子租税法195頁では「所得はその性質や発生の態様によって担税力が異なるという前提に立って、公平負担の観点から、各種の所得について、それぞれの担税力の相違に応じた計算方法を定め、また、それぞれの態様に応じた課税方法を定めるため」と説明されている。

所得税法23条：利子所得

所得税法24条：配当所得

所得税法26条：不動産所得

所得税法27条：事業所得

所得税法28条：給与所得

所得税法30条：退職所得

所得税法32条：山林所得

所得税法33条：譲渡所得

所得税法34条：一時所得

所得税法35条：雑所得

　分類という作業は、正に法律家の出番。ただし、所得分類が10種類であるからといって、課税態様が10種類しかないわけではない。実務上は更に細かな規定に注意しなければならない。従って、今（学生）の段階で10種類の所得分類を覚えることの労に対して見返りは小さい。なお、利子所得・配当所得等に関し、金融所得として一元化して扱うべきではないか、ということが盛んに論じられている。

　時間の制約もあるので、本講義では所得分類に立ち入らない（僅かに、譲渡所得、退職所得、山林所得について、課税緩和規定を4.3.9：平準化措置(averaging system)で紹介したくらい）。

4.8. 労働と租税

本節について金子租税法205-211頁参照。
4.8.1. 給与所得とは

所得税法28条1項：給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費収び賞与並びにこれらの性質を有する給与…に係る所得をいう。
「勤労性所得（人的役務からの所得）のうち、雇用関係またはそれに類する関係において使用者の指揮・命令のもとに提供される労務の対価を広く含む観念」（金子租税法205頁）
　参考：佐藤英明「給与所得の意義――事業所得との区別」税務事例研究56号25頁、りんご組合事件・最判平成13年7月13日判時1763号195頁判タ1073号139頁、最判昭和53年8月29日訟月24巻11号2430頁（以上2例：給与所得肯定）、最判平成1年6月22日税資170号769頁（給与所得否定）

　　発展：職務発明（特許法35条）の対価は給与所得か。所得税法基本通達23～35共－1（使用人等の発明等に係る報償金等）は、譲渡所得又は雑所得と解す。佐藤英明「使用者から与えられる報奨金等が給与所得とされる範囲」税務事例研究61号21頁(2001)は給与所得と解す。

　　発展：ストック・オプション（株式譲渡請求権等）に起因する経済的利益が給与所得であるか一時所得であるか、が今裁判例で激しく争われている。特則（租税特別措置法29条の2等：所定の要件を満たすと、株式譲渡時まで課税を繰延べる）を無視すると、そもそもいつ課税するかという課税時期の問題も厄介。ストック・オプション付与時か、ストック・オプション行使により株式を取得した時点か、その株式を譲渡した時点か。

　課税時期について

　会社が従業員のために年金掛け金等に拠出した場合――特則（所得税法施行令64条：所定の要件の下、拠出時非課税）がなければ、拠出時に従業員の給与所得に含まれて課税されるべき、と考えられている。会社が拠出するため従業員がそのお金を自由に使えるわけでもないのに課税対象に含まれることについて釈然としない者は、年度帰属に関する4.3を復習した後、通常の預金と比較して考察せよ。

4.8.2. 捕捉率と給与所得控除

　いわゆるクロヨン問題――給与所得者はその所得の9割が課税当局により捕捉されている一方、自営業者は6割、農家は4割しか捕捉されてなく、給与所得者が不利である、という不公平感。

　給与所得控除（詳しくは所得税法28条3項）：殆どの給与所得の必要経費をカバーするだけの充分な（納税者に甘い）所得控除を認めている。納税者が実額で必要経費の控除を求めてきたとしても給与所得控除を超えることは殆どないので、実額による必要経費控除を認めないことの不公平感が殆どの場合問題とならない（しかし実額経費が給与所得控除を超えることが稀とはいえありうるので、その場合にも実額控除を認めないことについて、やや正当化が困難となる。実額経費控除を認めないことの合憲性としてサラリーマン税金訴訟・最判昭和60年3月27日民集39巻2号247頁）。給与所得者に甘すぎる、という批判が自営業者などから出されることが少なくない。

　　注意：所得税法57条の2により、特定支出（2項1～5号）について、実額で控除が認められるようになった。しかし、実額控除が一般的に認められたわけではない。

4.8.3. fringe benefit

用語の確認：そのまま「フリンジ・ベネフィット」と呼ばれることが多い。他に、現物給付、現物給与、現物収入、賃金外給付、追加的給付、付加給付、付加厚生給付といった呼ばれ方もされる。

fringe benefit：雇用者が従業員に給付する給料以外の便益。（fringe: 縁、周辺）

○社宅　――実務上最も問題となる。特に、公務員が官舎に市価より安く住んでいることに対し、差額分に課税すべき、という意見が強い。
自分の住みたい所にも住めない状況にあっても、市価と実際に支払う家賃との差額が全て従業員の便益となっているといえるか、については、議論の余地がある。とはいえ、公務員への課税が手ぬるいことは、あまり正当化できない。

○オフィス環境（快適な空調等）――自宅で自腹で空調を利用している者との対比。

○通勤費用　――通勤定期券につき、最判昭和37年8月10日民集16巻8号1749頁（給与所得に含める）、所得税法9条1項5号参照。
好き好んで職場から遠く離れた所に住み、高額の通勤代を支払うことは、ただの消費にすぎない、という考え方がありうる。納税者は職場から遠く離れた所に住むことを強制されているわけではない。しかし、遠く離れた所に住むことを消費であるといって課税の対象としてしまうことに、疑問を覚える者もいるであろう。住む所をそれほど自由自在に決められるとは限らないからである。

4.8.4. 労働と余暇との選択に対する非中立性

導入　所得税が労働の意欲を削ぐというのは本当か。

　　　課税されれば貧しくなって一層働かなければならなくなるのではないか。

代替効果(substitution effect)：価格の相対的変化により、同じ効用を得るための二財の選択が変化すること。（肉とりんごの二財からなる世界において、肉がりんごと比較して相対的に高くなれば、人はりんごを以前より多く買うようになる）

所得効果(income effect)：効用を得るための資源が増加又は減少することにより、二財の選択が変化すること。（突然贈与を受けて裕福になった人が、高価な肉を以前よりも多く買うようになる）

　人は時間を労働か余暇に充てる。
　（フルタイム労働者を想起すると、時間を労働に充てるか余暇に充てるかについて選択の自由などない、と感じられるかもしれない。しかし、特に家計内の第二労働者〔典型的には、夫がフルタイムで働いている夫婦において、家事に勤しむかパートで稼いでくるかの選択肢がある妻〕について、労働時間は比較的弾力的に変化しうる、と考えられている）

　労働によって得た賃金には課税がなされる一方、余暇によって得た効用には課税されない。

　所得税は労働に対してのみ課されるので、余暇と対比して労働（によって得られる金銭）の相対的な魅力が減ずる。→労働を減らす（代替効果）。

　課税されれば貧しくなり、生きていくためには金銭を必要とするので、遊んでいられなくなる。→労働を増やす（所得効果）。

　賃金に課税がなされた場合、代替効果の方が大きければ労働供給が減る。所得効果の方が大きければ労働供給が増える。代替効果と所得効果とが釣り合っていれば、労働時間は変化していない。しかし、現実の労働時間が変化していないからといって、人々の行動に歪みが生じてない（市場に非効率が生じているわけではない）、ということにはならない。
　効率性の観点からは、代替効果による行動の歪みのみが意味を持つ（数式・グラフについては井堀利宏『財政』127-133頁、岩波書店、第2版、2001年等参照）。経済学が効率性の議論をするときは、所得効果が補償されたものとして代替効果についての議論を行なうことがある。

　人は、労働すれば得られるであろう賃金が、余暇から得られる満足感を上回る直前まで、時間を余暇に充てる。

　例えば日給1万円の仕事があるにもかかわらず遊んでいる人がいる場合、その人にとって余暇から得られる効用・満足感が1万円より高いので、その人は余暇を楽しんでいるのである。もし日給2万円の仕事があるならば、その人は遊ばずに働いているかもしれない。また、余暇についても限界効用逓減の法則が働くとすると、1日だけ遊ぶ場合の2倍の満足感を2日間遊ぶことから得ることはできない。日給1万円の仕事しかなくても、1週間のうちずっと遊んでいるわけではない。

　お金が好きなAと遊ぶのが好きなBがいるとする。日給1万円の仕事がある中で、例えばAは週に6日働く一方、Bは2日だけ働く。AもBもそれなりに同じようにお金と遊びの合計から同程度の満足感を得ているかもしれない。しかし、所得税は余暇には課せられない。明らかに、税負担はAよりBの方が軽い。所得税は怠け者を優遇する効果を持つ。

　AとBとを等しく扱うには、実際に幾ら稼いだかではなく、幾ら稼ぐ可能性が有るか、に着目して課税するべきである、ということになる。例えば、AとBとの例では、どちらも一週当たり7万円の所得を得たものと擬制した上で、税率を掛け合わせ税負担を課すことが、労働と余暇との選択に対し中立的な課税となる。

　　発展：消費税は遊び人・怠け者を優遇する効果を持つか。金銭のかかる消費（例えば食べることなど）と金銭のかからない消費（例えば妄想に耽るなど）とを区別してみた上で、考察せよ。

　　注意：ここでは一週間の間で働く日と余暇の日とを選択する、という枠組み。一日の中で何時間働くかという枠組みでも構わないし、一年の中で何日働くかという枠組みでも構わない。

Cは週休2日で2000万円稼ぐ。

Dは週休6日で2000万円稼ぐ。

　現実には、CとDは同じ税負担を負うことになる。余暇を優遇する意図がなければ、Dに対してCよりも重い税負担を課すべきである。また、以上の説明は労働と余暇との間の中立性（効率性）についてのものであるが、公平の観点からも、CよりDに重い税負担を課すことには（執行の困難という観点を除けば）多くの同意が得られるであろう。

　ただし、幾ら稼いだかではなく幾ら稼ぐ可能性があるかを基準にして課税することには、自由主義の観点から疑義が呈せられることがある。

　――Eは有名大学を卒業し、その気があれば一流企業に勤める可能性があった。何事もなければ、年収2000万円は硬い。しかし、芸術への衝動が抑えられず、一流企業の内定を断り、劇団員となって、日々アルバイトでやっとこさ食いつなぐという生活をしている。年収は150万円程度。Eに対し、年収2000万円得る可能性があるということを根拠として、2000万円を課税標準とすべきか？

　Cf. 憲法22条：職業選択の自由

4.8.5. 人的資本human capital

　労働者をより生産的にしてくれる労働者自身の知識・技術等の人的属性のこと。

　有形の資本といえば、これまでは不動産・機械等が中心であったが、人間そのものも所得生産に貢献することから、機械に準えることができる、と考えられる。主に教育・訓練によって人的資本は高められる。

　人々が大学に行くとき、学費等だけでなく、4年間働いていれば得られたであろう賃金も犠牲にしている（機会費用の考え方）。大学で教育を受け、人的資本を高めることにより、労働市場における自分の評価が高まる（高卒より大卒の方が生涯賃金が上昇する）ことを期待しているのであろう。
　（このほかにsignalingというものもあるが、講義では割愛）

　人的資本が機械等に準えられるとすると、教育等も投資の一種である。

　ところで、人的資本の高低は教育等の投資によってのみ決まるものではない。人々の稼ぎは、教育・努力等の投資によってのみでなく、才能・運等にも影響される。才能も人的資本の一つである。

　プロ・スポーツ選手や美男美女のモデルなどは、（努力・化粧等の投資の影響もあるにはあるが）才能によって稼いでいる。

　努力・教育等の投資の結果に対して課税すれば、努力・教育等の投資にdisincentive（マイナスの誘因）が働く。他方、才能の結果に対して課税しても、才能自体は変化しないので、人々の行動に変化をもたらさない（市場が歪められない）。

　スポーツの能力や美貌といったものは、経済的に余分な所得（超過利潤・rentという）をもたらすものと考えられている。

　rent taxの考え方――或るモデルが年収1億円を得ている。別の職業の候補としてレストランの給仕があり、せいぜい年収500万円しか稼ぐことができない。この場合、モデルが稼ぐ1億円のうち9500万円まで課税しても、モデルはモデルであり続ける。なぜなら、例えば9400万円課税されるとしても、残りは600万円であり、給仕をやる場合よりもモデルを続けるほうが有利であり続けるからである。この例では、500万円を上回る所得の部分が全てrentである。

　妬み・僻みについて――努力・教育等の結果に対しても才能の結果に対しても、貧乏人は同様に妬み・僻みを持つかもしれない。前者への妬みによって課税することは人々の行動を歪めるので望ましくない一方、後者への妬みによって課税しても人々の行動は歪められない。

　投資・才能以外に、運も、人々の所得に影響する。運は、リスク・賭け事といえる。

　現実には、人々の稼ぎのうち、どの割合で努力・教育等の投資が影響しており、どの割合で才能が影響しているのか、また運が影響しているのか、見極めることが難しい。一流大学に進学し一流の弁護士事務所に勤務するパートナー弁護士を見てみると、努力・教育等の投資によって所得を得るという要素もあろうし、生まれつき頭が良かったから沢山の所得を得るという要素もあろう。

　参考：中里実「human capitalと租税法～研究ノート～(上下)」ジュリスト956号104頁、961号215頁(1990)

4.8.6. 人的資本を考慮しないことによる非中立性

　現状では、教育を受けて人的資本を高めても人的資本の増加部分に対して課税されない一方、教育を受けずにすぐに働けばそこで得た賃金に課税される。人的資本を税務上考慮しないことは、非中立的に教育を促進している。中立性を達成するために、人的資本の増加に対していま直ちに課税すべきであろうか？

　現状では、労働者の人的資本の減耗が費用計上されない一方で、機械の減価償却費は費用計上される、という非中立的な扱いがなされている。中立性を達成するために人的資本減耗の費用計上を認めるべきであろうか？ 

4.8.7. 人的資本概念と、投資・消費

教育：人的資本への投資であり、所得から控除すべし。
（現行法：基本的に消費。但し、学資金で給与の性質を有さないものが課税対象から外されている。所得税法9条1項14号。所得税法基本通達9-14及び9-15参照。）

医療：人的資本の補修であり、所得から控除すべし。
（現行法：基本的に消費。ただし恩恵的に医療費控除）

本を買う：勉学なら投資であり、所得から控除すべし。娯楽なら消費であり、所得から控除しない。
（現行法：基本的にどちらも消費）

食事：生命維持に必要な部分は投資であり、所得から控除すべし。悦楽としての食事は消費であり、所得から控除しない。
（現行法：基本的に消費）

　生活必需品消費と奢侈品消費との間で「担税力」が違う、と思われるとすれば、それは、人的資本のための投資であるか否か、という線引きが（意識的にではないかもしれないが）影響しているのではないか？

　人的資本概念を誠実に税制に組み込もうとすると、従来の消費概念が覆る可能性がある。また、人的資本への投資を所得から控除するとすると、課税ベースが今よりも格段に狭くなってしまう（←課税対象となるのは娯楽部分だけとなりかねない）恐れがある。

　人的資本概念は理論的検討に当たってとても魅力的な概念。しかし現行制度にすぐさま適用するには、実際上の障害が大きすぎるかもしれない。

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年6月23日配布
5. 法人税

5.1. 法人所得税と個人所得税との関係

本節について金子租税法249-264頁参照。

法人税の議論は、意外にも、法人税はあってはならない租税である、というところから始まる。

5.1.1. 法人税の性質

法人実在説→社会的実体としての法人を認め、法人税は法人自体の担税力に対する独自の税であると位置づける。（　…話にならない）
法人擬制説→法人は人の集合にすぎず、法人税は株主に対する所得税の前取りである。

　（金子租税法253頁「法人本質論は、決め手のない問題であって、これを租税政策論の中に持ち込むのは、議論を無用に混乱させるだけである」）

　負担しているのが法人の株主であるのかについては、後述のように、論争の的である。しかし、株主に対する所得税の前取りである、という前提で制度が構築されている。

5.1.2. 統合されていない今の課税方式による非中立性　debt/equity

会社の資金調達――debt/equity

debt負債：銀行や社債権者からの借り入れ。利子は法人の所得計算上控除される。

equity自己資本：株主からの出資。配当は法人の所得計算上控除されない。　→法人・株主二重課税。

　debt / equityの扱いの非中立性の問題

○法人よりも組合等の法形式を促進してしまう。

○法人の自己資本比率を引き下げさせてしまい、倒産の確率を高めてしまう。

（二重課税があるから可哀想だ、という議論ではないことに改めて留意）

5.1.3. 統合方式の色々

伝統方式・クラシカルシステム(classical system)：法人・株主の二重課税を放置。アメリカのやり方。

組合方式(partnership method)：法人税をなくし、すべて株主段階に引き直して課税する。現在でも、組合など法人税がかからない法形式がとられた場合は、正に組合員等の構成員に対して所得税が課されるのみ。あまりに複雑になるので、執行が持たない。

支払配当損金算入方式(dividend-paid deduction method)：法人が配当を支払ったときに、法人の所得計算において控除を認める。現在の利子の扱いと同じにする、というもの。

配当所得控除方式(dividend-received deduction method)：株主が配当を受け取っても、株主段階で所得に含めず、課税しない、とすること。個人所得課税において累進税制が採用されている場合など、個人間での租税負担配分に関する公平の観点が、配当については盛り込まれなくなってしまう。

法人税株主帰属方式(imputation method)（講義・試験範囲から割愛）：法人段階で課税された税額を、株主段階で計算した税額から控除する方式。かつてドイツなどの欧州諸国を中心に採用されていた方式であるが、国際的な資本移動と調和しにくく、現在のところあまり採用されていない。

配当所得税額控除方式(dividend-received credit method)（講義・試験範囲から割愛）：日本で採用されているもの。株主が受け取った配当額に一定の率を掛け合わせた額を、株主の所得税額から控除する。

　　発展：debt/equityの扱いの非中立性に着目すると、中立性を達成するためには、支払配当損金算入方式のように配当の扱いを現在の利子の扱いに揃えるという方法だけではなく、逆に、利子の扱いを現在の配当の扱いに揃え、配当も利子もともに法人の所得計算上控除されないとする、という方式も考えられる。

　　発展：支払配当損金算入方式をとり、かつ個人株主段階で配当について累進税率を適用すれば、法人・株主の二重課税問題が解決される上に、個人間の租税負担配分に関する公平の考慮も貫徹できる。しかし現実的な処方箋ではない。なぜなら、外国人株主について法人所在地国の税収が失われてしまうことになるから。「法人税は株主に対する所得税の前取りである」というのは、国際的な資本移動の局面においては、「外国人株主に対する所得税の前取りである」という意味を持つ。

　そもそも統合する必要があるのか。

　法人税の存在によって法人形態と組合形態との間の選択に関し組合形態が有利になるならば、組合への投資が増え、限界収益逓減の法則により組合への投資から得られる税引前収益率が減少し、結局のところ、法人への投資から得られる税引後収益率と組合への投資から得られる税引前収益率とが等しくなるところで投資の選択が均衡するはずである。（3.2.5：公平と中立性で述べた均衡の話）

5.1.4. そもそもなぜ法人段階で課税するのか

　法人税が株主に対する所得税の前取りである、というなら、そもそも前取りなどせず、直截に株主に課税すればよいのではないか、という批判が思い浮かぶ。

　通説(と今後なるであろう見解)：法人税の存在理由は、所得税について実現主義が採られている理由と共通しており、導管型の課税（全て所得が株主に帰属するものとみなして行なう課税のこと）は、法技術的にも執行の制約からも困難である。（増井良啓「組織形態の多様化と所得課税」租税法研究30号1頁以下、12頁(2002)）

　仮に株主段階のみで課税するとするとどうなるか、思考実験を試みる――もし配当されない限り課税されないとすれば、配当などなされず、法人に利益を留保し続けるであろう。では内部留保された利益を適切に株主に割り当てることができるであろうか。これは相当困難である。現実的な解決方法の一つは、内部留保が株式の価値の上昇をもたらすという想定の元、株主に対しその所有する株式について時価主義で課税する、というものであろう。しかし、時価評価の問題及び納税資金の問題（それに対処するとしても利子率設定の問題が起きる――4.3.3：未実現利得に課税しない理由参照）がある。

5.1.5. 法人税の負担

　法人は株主の集合というだけではなく、原材料納入業者、商品購入者、金銭貸与者、取締役、従業員等、様々な利害関係者が関係する契約の束である、という見方がある。そして、法人税の負担は、経済的には、商品の価格上昇という形で転嫁したり（これを前転という）、従業員の給与減少や借入金利子の減少という形で転嫁したり（後転）するのではないか、という議論がある。

　金子租税法252頁「法人税の性質を一元的に規定することは困難であり、また法人税がすべて株主の負担となっていると断定することも困難である。おそらく、法人税の相当部分は株主の負担となっているが、その程度は法人ごとに異なると考えるのが、実態に合致しているものと思われる。」

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年6月30日配布
前回の参考文献：中里実「法人課税の再検討に関する覚書――課税の中立性の観点から（租税特別措置と法人税制）」租税法研究19号1頁(1991)、吉村政穂「出資者課税――「法人税」という課税方式(一～四・完)」法学協会雑誌120巻1号1頁、3号508頁、5号877頁、7号1339頁(2003)

5.2. 法人・株主の所得の計算

本節について金子租税法264-330頁参照。

5.2.1. 法人税の議論の対象

法人税を論ずるとき、2つの方法論がありうる。

(1) 法人税法を見て、法人の所得計算を論ずる。

(2) 法人と株主との関わり或いは関連会社間取引の扱いを論ずる。……水野忠恒『アメリカ法人税の法的構造―法人取引の課税理論―』（有斐閣、1988）参照。

この講義では、(1)は所得税の議論に含め、法人税の講義では(2)に焦点を当てる、という枠組みを採る（ただし時数の制約により詳論できないが）。出資・設立、増資、減資、配当、合併等の組織変更、連結、解散などが議論の中心となる。金子租税法273-283頁における記述などは、法人税特有の議論であるとはかぎらず、所得税に含めて論じてもよいものもある。

5.2.2. 資本等取引と損益取引との区別

法人の所得＝益金－損金（法人税法22条1項）

Cf. 企業会計では「収益」「費用」。法人税法が異なる言葉を用いているのは、企業会計と異なる取扱を法人税法が屢々定めているから。

法人税法22条2項「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。」

（同条3項3号でも、「資本等取引以外の取引に係るもの」を損金の計算に反映させるとしている。）

鍵となる2つの概念
資本等取引(法人税法22条5項)：法人の資本等の金額を増減させる取引、及び法人の利益又は剰余金の分配。（資本等の金額(法人税法2条16号)：資本の金額又は出資金額と資本積立金額との合計額）

損益取引：資本等取引以外の取引であり、損益の増減をもたらす。

○資本の金額（又は出資金額）（法人税法で特段定義されているわけではないので、商法に依る）
○法人税法2条17号：資本積立金額（の加算・減算項目）

○法人税法2条18号：利益積立金額（の加算・減算項目）――会社段階で法人税が課され、まだ株主に配当されていない部分。

　資本等取引によっても法人の資産は増減するが、資本等取引のうちの前半（資本等の金額を増減させる取引）はいわば法人と株主との間の自己取引と考えられる。そのため、法人の利益の計算に当たって、資本等取引の影響を排除するべきであるとされる。後半（利益又は剰余金の分配）は、法人の所得を法人の利益と基本的に同じものと考える（そして株主との二重課税を厭わない）ことの表れといえる。

注意：法人税法は「取引…に係る…収益」と規定している。取引によって実現した利益のみが所得であるという実現主義の考え方を基本としている（時価主義は例外的に存在するにすぎない）。

　　企業会計と租税会計との関係に関し、中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造(1～5完)」法学協会雑誌100巻1号50頁、3号477頁、5号935頁、7号1295頁、9号1545頁1983年。

5.2.3. 出資・設立

会社側：資本等取引であり、課税関係が生じない。

株主側：出資しても所得が減るわけではない。なお、含み益のある資産を現物出資した場合、譲渡益課税がなされうる。（所定の要件の下、出資時における譲渡益課税が繰り延べられる。→組織再編税制）

5.2.4. 配当

会社側：資本等取引であり、所得は減算しない。

株主側　個人株主：課税される（所得税法24条）。

　　　　法人株主：（法人税法23条）受取配当益金不算入。支配関係があるときは受取配当の100％、ないときは50％。

（金子租税法283頁…法人の受取配当等に対しては支払法人の段階で既に法人税が課されているから、法人所得に対し何回も重複して課税することを避けるためには、受取法人の段階でそれを法人税の対象から除外する必要がある）

法人税法23条4項：負債で株式を購入し配当を受けた場合、受取配当益金不算入が適用されない。

…受取配当益金不算入と負債利子控除という二重取りを防ぐための個別的租税回避否認規定の一つ。

5.2.5. 株式譲渡益

会社側：課税関係なし（取引すらない）。

株主側：個人株主であれば譲渡所得課税（租税特別措置法37条の10）、法人株主も課税される（法人税法61条の2）。但し売買目的有価証券の時価主義について法人税法61条の3（本講義4.3.3.参照）。

（有価証券に関する課税については特則が多く、詳述することはできない）

法人株主は、配当については二重課税の排除がなされる一方、株式譲渡益については二重課税の排除がなされていない。

5.2.6. みなし配当

（講義・試験範囲から割愛）
みなし配当：所得税法25条・法人税法24条…合併、分割、減資（出資又は資本の減少）、株式消却、自己株式取得等所定の事由により金銭その他の資産の交付を受けた場合、当該交付の基因となった株式等に対応する資本金等の金額を超える部分は、利益の配当又は剰余金の分配とみなす。

例――証券市場や公開買付けによらない（要するに相対の）自己株式の買受け
…そこに利益処分的性格があるため、株式譲渡益課税ではなく、配当とみなされて課税される。

ところで

従来……株主等に対して金銭・資産の交付がなくともみなし配当（所得税法25条2項、法人税法24条2項によっていたので、「2項みなし配当」と呼ばれていた）がなされることがありえた。
(1) 利益又は剰余金を以ってする株式の消却の場合で、消却されなかった株式に対応する部分の金額

(2) 利益積立金の資本又は出資への組み入れの場合の、資本又は出資に組み入れた利益積立金。

平成13年度改正後……株主等に対して金銭・資産の交付がない場合には、みなし配当課税は廃止されることとなった。

　→みなし配当課税が廃止されると、現在の配当課税がなくなり、将来の譲渡益に転化する。みなし配当課税は必ずしも株主にとって有利とは限らない。特に法人株主は受取配当益金不算入の恩恵に与れなくなる。

増資、減資、合併・分割等の組織変更、解散・清算について、講義・試験範囲から割愛。

5.3. 法人税特有の益金・損金

本節について金子租税法282-330頁参照。
無償取引、役員賞与、寄付金等、交際費、使途不明金・使途秘匿金について、講義・試験範囲から割愛。

5.4. 同族会社

本節について金子租税法380-387頁参照。

概要：所得税法157条、法人税132条、相続税法64条（同族会社の行為・計算の否認）――少数株主が支配する法人においては、税負担を軽減させるためのいかさま的な取引がなされることが多いので、そうした租税回避を塞ぐ為の一般的否認規定。税務署長が租税法上通常・正常の行為・計算に引き直すにすぎず、現実に行なわれた行為・計算の私法上の効力までもが変更させられるわけではない。

　また、利益の内部留保に対して特別の法人税を課している。法人税法67条（同族会社の留保金課税）。不適用の特則について租税特別措置法68条の2。

それ以上のことについて、講義・試験範囲からは割愛。

5.5. 組織再編税制

本節について金子租税法363-379頁参照。

概要：現物出資等をするとき、出資等に係る財産の含み益が実現したとされ、出資者に余計な課税がなされてしまう。これでは出資等が妨げられるので（←ロック・イン効果）、組織再編の障害を除去するため、所定の要件を満たす場合（適格現物出資・適格合併・適格分割など、適格○○と呼ばれる）に含み益を認識しない（実現realizationはあるが非認識non-recognition）こととし課税繰延を認めることとした。（逆に要件を満たさない場合、非適格○○と呼ばれ、課税繰延が認められない。繰延べられないことが常に株主にとって不利であるとは限らない。含み損を早く顕在化したいときなど）

それ以上のことについて、講義・試験範囲からは割愛。

5.6. 連結納税制度

本節について金子租税法333-355頁参照。

概要：親会社が1億円の黒字、子会社が1億円の赤字のとき、個別に納税すれば、親会社の納税額は1億円×税率であり、子会社の納税額は0（マイナスでないということがポイント）。親会社・子会社が一体となって納税すれば、合わせて所得は0であるから、納税額も0となる。

参考：欠損金の繰戻・繰越――「ある年度の欠損金[損金が益金を上回っている額のこと]を過去の年度の利益と通算することを欠損金の繰戻(net-loss carry-back)といい、それ[ある年度の欠損金]を次年度以降の利益と通算することを欠損金の繰越(net-loss carry over)という」（金子租税法322頁）

連結納税制度は、法人格をまたいで赤字を利用すること

欠損金の繰戻・繰越は、複数年度にわたって赤字を利用すること

（6月2日の復習の最後〔26頁〕を参照）

tax planner（税務アドバイスをする弁護士・税理士）は、赤字の有効利用を考える。

《国際租税法を勉強すると、更に豪快な赤字の利用方法を知ることができる》

参照文献：増井良啓『結合企業課税の理論』(東京大学出版会、2002)、中里実「法人課税の時空間(クロノトポス)――法人間取引における課税の中立性」杉原泰雄先生退官記念論文集『主権と自由の現代的課題』361頁(勁草書房、1994)

それ以上のことについて、講義・試験範囲からは割愛。

5.7. 種々の組織形態

概要：法人という組織形態を利用すると、法人・株主二重課税の問題がある。投資媒体として使い勝手が悪いので、所定の要件の下、組織段階での課税を軽くする法制度が採用されてきている。

例…特定目的会社（TMKなどとも呼ばれる）：所定の要件（90％超を配当するなど）を満たすと、支払配当が組織段階で損金算入される。租税特別措置法67条の14。

用語について

SPV (special purpose vehicle)

SPC (special purpose corporation)（SPCはSPVの一つ）

パス・スルー(pass through)：組織自体は課税対象とならず、所得の性質等は構成員に直接に帰属する。組合が典型。

ペイ・スルー(pay through)（導管とも呼ばれる）：組織自体も課税対象となるが、支払配当損金算入などにより実質的に組織段階での課税を免れる仕組みとなっており、また、所得の性質も構成員にまで引き継がれるとは限らない。特定目的会社など。

それ以上のことについて、講義・試験範囲からは割愛。

5.8. 公共法人、公益法人、NPO

講義・試験範囲から割愛。

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年7月7日配布
6. 相続税・贈与税

6.1. 相続・遺産の存在意義

本節について金子租税法該当頁なし。

6.1.1. なぜ相続という制度があるのか？

　――機会平等の考え方を推し進めれば、金持ち（A）の子供（B）と貧乏人（C）の子供（D）とは同じ機会を有するべきである。相続は不平等の根であり、金持ちの子供は金持ち、貧乏人の子供は貧乏人という階層化が生まれてしまう。機会平等のためには相続税率は100%であるべきである。

　相続を禁じても贈与が禁じられていなければ、相続禁止は徹底されない。また、首尾よく生前贈与することができた親子と、生前贈与する前に（例えば交通事故などで）親が死んでしまった親子との比較で、後者があまりに不憫である。生前贈与する前に死んでしまうことを恐れれば、親は稼ぐそばから子に生前贈与することとなろう。

　では、相続禁止を徹底するために生前贈与も禁ずるべきであろうか。これは、Aの有するはずの資産処分の自由を侵害する。（Cf. 憲法29条）
　結局、自由主義と機会平等の両方を貫徹することは不可能である。機会平等が自由主義の前提条件であるという考え方が存在するが、この考え方は矛盾に直面する。

　機会平等の観点から見れば相続は悪であるが、自由主義に配慮すれば、相続は必要悪として残さざるをえない。

　　参考：橘木俊詔『日本の経済格差―所得と資産から考える』（岩波新書、1998）、石川経夫『日本の所得と富の分配』（東京大学出版会、1994）
　Cf. 制限的所得概念や消費型所得概念によれば、贈与・相続を受けてもそれは所得として課税されるべきではないし、相続税・贈与税も廃止されるべきである。しかし、その結果として生ずる階層化・機会不平等を容認するかについては、様々な議論があろう。基本的に、消費型所得概念などは、人の一生における消費行動（ライフ・サイクル消費、などと呼ばれる。後述する）を念頭において議論されるものであり、相続による階層化などの影響はとりあえず除いて議論されることが多い。

　現実的な側面――日本だけ相続税が極端に高いと、資本が外国に逃げていく恐れがある。

6.1.2. 遺産動機：なぜ親は子に財産を遺すのか？

○予防貯蓄：いつ死ぬか正確に予見できないので、大抵は貯蓄を使い果たす前に死ぬ　（→年金の必要性に繋がる）

○交換：子に老後の面倒を見てもらうための戦略　（←生前贈与はできない）

○利他：子の喜びが親の喜びでもある　（→効用の最大化を租税政策の基本とするならば、むしろ相続には課税すべきでない、ということとなる。しかし、相続非課税とすることの結果として生ずる階層化・機会不平等については、効用の最大化以外の視点から、問題視されるであろう）

　　参考：増井良啓「遺産動機と消費税: Barbara H. Fried, Who Gets Utility from Bequests? The Distribution and Welfare Implications for a Consumption Tax, 51 Stan. L. Rev. 641-81 (1999)」アメリカ法2000年100頁

6.2. 遺産税と遺産取得税

本節について金子租税法437-438頁参照。

遺産税：遺産に着目。財産税。主に英米。

遺産取得税：相続人の富の増加に着目。所得税の補完。主に独仏。

ただしどちらも理念型にすぎない。

日本は遺産取得税の体系に属すとされているが、後述するように遺産税の考え方も取り入れられている。

6.3. 相続税額の計算

本節について、金子租税法438-454頁参照。

相続税法34条：連帯納付義務

1項：同一の被相続人から相続又は遺贈により財産を取得したすべての者は、その相続又は遺贈により取得した財産に係る相続税について、当該相続又は遺贈により受けた利益の価額に相当する金額を限度として、互いに連帯納付の責めに任ずる。
遺産取得税→各相続人ごとに相続によって取得した財産のみが課税対象となる筈。

　↑遺産税的に修正。

「民法所定の各相続人が民法所定の相続分に応じて被相続人の財産を相続したと仮定した場合の総税額を計算し、それを各相続人および受遺者に、その者が相続または遺贈によって得た財産の価額に応じて按分することとしている」（金子租税法449頁、相続税法11条以下）

　↓

「相続税の総額は、遺産がどのように分割されてもほぼ等しいことになる」

○相続税の負担を減少させるために実際の遺産の分割を隠蔽して均分相続を行なったように仮装する傾向があり、それを阻止する。

○一人の子供が遺産の大部分を相続する場合に税負担が過重になることを防ぐ。

基礎控除＝5000万円＋1000万円×相続人数（相続税法15条）

配偶者に対する特別の軽減負担（同19条の2）

小規模宅地の負担軽減措置（租税特別措置法69条の4）：居住用なら240m2以下まで評価額の20%のみが課税対象。

（相続件数のうち相続税が課せられるのは5%程度と言われている）

税率は10%、15%、20%、30%、40%、50%の6段階超過累進税率（相続税法16条）

（かつての最高税率は70%であった）

以下3行、試験範囲から割愛。

みなし相続財産（相続税法3条）

同族会社の行為・計算の否認（同64条1項）、組織再編の行為・計算の否認（同3項）

公益法人等の特別の法人を経由した受益について（同65条）

6.4. 相続税と贈与税との関係

本節について金子租税法436-437頁、455-462頁参照。

6.4.1. 贈与税の補完性

　相続税のみを課し、親から子への贈与について課税しないとすれば、親が生前に子に贈与することで相続税が回避できてしまう。また、運悪く生前贈与をする前に親が死亡してしまった場合、首尾よく生前贈与を済ませた親子と比較して、税負担が過重となってしまう。

　個人間贈与について、非課税所得とされており（所得税法9条1項15号）、贈与税が課せられることとなっている。

　　注意：包括的所得概念によれば、受贈も所得である。所得税非課税とされるのは、所得税で課税するか相続税・贈与税で課税するかという税目の割り振りの問題にすぎない。

　　Cf. 法人から個人への贈与については、一時所得とされ、軽い所得課税（所得税法34条3項による控除、22条2項2号による半額課税）がなされる。

　従来、親から子への贈与を殆ど禁止するに近いくらい、重い税負担が課せられてきた（税率表について相続税法21条の7を見よ）。しかし、この贈与税のあり方が、親から子への資産の移転を過度に阻害している、という批判が高まった。

6.4.2. 贈与税と相続税との一体化

相続時精算課税制度…「生前贈与について、受贈者の選択により、…現行の贈与制度に変えて、贈与時に贈与財産に低い税率で贈与税を課しておき、その後の相続時にその贈与財産と相続財産とを合計した価額を元に計算した相続税額から、右の贈与税額を控除することにより、贈与税と相続税を通じた納税を可能とする制度」（金子租税法461頁、相続税法21条の9以下…）

　選択すれば、（贈与額－2500万円の非課税枠）×20%。

　財産の世代間移転を促進する狙い。

　（世代間移転促進という目的と、親子間限定という法律上の要件とは対応しているのか）

6.5. 財産評価

金子租税法463-476頁参照。

講義・試験範囲から割愛。

財産評価については渋谷雅弘教授の諸論文を参照。

7. 消費税・付加価値税

7.1. 消費税の種類

本節について金子租税法505-506頁参照。

一般消費税：原則として全て（つまり非課税とされない限り）の商品およびサービスに対して課される。日本の消費税法など。

個別消費税：特に課税の対象とされた物品やサービスに対してのみ課される。酒税・煙草税・ガソリン税・旧物品税など。

他段階消費税：製造から小売に至る複数の段階で課税する。付加価値税など。

単段階消費税：製造から小売に至る段階のうちの一つでのみ課税する。アメリカの小売売上税など。

7.2. 付加価値税の仕組み

本節について金子租税法507-543頁参照。

7.2.1. 取引高税・小売売上税・付加価値税

取引高税：各取引段階の売主に対しその売上金額を課税標準として課す。

小売売上税：小売業者に対しその売上金額を課税標準として課す。

付加価値税：各取引段階の事業者に対しその付加価値を課税標準として課す。

取引高税の非中立性…企業の垂直的統合を招く。

他方、小売売上税も付加価値税も中立的であると評される。

　　発展：小売売上税の下では、小売業者が対消費者取引であるのか対事業者取引であるのか区別できなければならない。例えば、鉛筆を売る場合であっても、消費者に売る場合は課税される一方、事業者に売る場合には課税されない、という区別が本来は必要である。しかしこの区別は実務上難しく、対事業者取引にも課税がなされていて課税の累積が生じている、と言われている。理論上は小売売上税と付加価値税は上記のように同じ結果をもたらすはずであるが、実際上はなかなかそうならない。

　　注意：課税前の姿と課税後の姿に関する上記の図は、説明の便宜のためのものである。現実には、負担・転嫁・帰着のところで後述するように、税率分をそのまま価格に上乗せできるとは限らない。

7.2.2. 付加価値

付加価値とは
控除法：事業の総売上金額から、他から購入した土地・建物・機械設備・原材料・動力等に対する支出を控除した金額。

加算法：賃金・地代・利子および企業利潤を合計した金額。

（控除法と加算法は計算方法が違うだけであり、内容は同じである）

発展　消費型付加価値：機械等について即時控除（←現在の仕組み）

　　　所得型付加価値：機械等について減価償却

7.2.3. 課税方法

課税物件：4条1項「国内において事業者が行った資産の譲渡等」（ただし後述の非課税取引を除く）（輸出入については省略）

事業者：2条1項4号「個人事業者および法人」…個人・法人の区別がない。

資産の譲渡等：2条1項8号「事業として対価を得て行われる①資産の譲渡及び②貸付け並びに③役務の提供[省略]をいう」
自家消費：4条4項「個人事業者が棚卸資産[等]を家事のために消費し、又は使用した場合」、「事業として対価を得て行われた資産の譲渡とみなす」。

税率：29条「100分の4」　ただし地方消費税と合わせて5%（地方税法72条の83）。
仕入税額控除法または前段階税額控除法
インボイス方式：インボイス（invoice仕送状）や請求書に税額が記載されていることを条件として仕入税額の控除を認める。

帳簿方式：帳簿等の記載に基づき、課税期間内の仕入総額×税率（5/105）の税額控除を認める。非課税事業者からの仕入についても仕入税額控除が認められてしまうなど、税負担の転嫁の関係が不透明になる、という批判がある。

税務行政上のメリットであるマッチング（後述）

7.2.4. 益税の中身

(1) 非課税による益税

設例：上記の例のCと同種の事業を行なっている小売業者Eが、Cと同じ値段で消費者Dに対し販売しているが、Eは非課税であった。EはCと比べて幾ら得をしているか。

(2) 簡易課税制度による益税

　消費税法成立後暫くの間益税批判がかまびすしかったが、議論の中心は課税最低限（消費税法9条：当時3000万円、現在1000万円）以下の小規模事業者の益税よりもむしろ、簡易課税制度（消費税法37条）にあった。しかし、その後の法改正により、かなり改善された。

　導入当初の簡易課税制度：課税売上高が5億円以下の事業者に、売上げにかかる税額の80%（卸売業の場合は90%）相当額を仕入税額とみなして、控除することを認めていた。

　…実際の仕入率が80%未満の事業者には益税が生ずる。

その後の法改正

適用上限：5億円→4億円→2億円→5000万円

みなし控除率：一律80%　→業種に応じて90%、80%、70％、60%、50%の5段階。

　　発展：消費税法導入に当たって、政治的な抵抗は二種類あった。消費者からの抵抗と中小企業からの抵抗であった。中小企業に政治的に屈する形で、簡易課税制度等が導入されていた。「消費税法の中には、『消費税』[付加価値税のこと]の導入を容易にし、かつその定着を促進するために、中小企業に有利な幾つかの措置が定められ」（金子租税法514頁）た。「これ[簡易課税制度]は、徴税事務の簡素化とコストの軽減のために、税額の算定を容易にして欲しい、という中小企業からの要望に基づいて採用された措置であ」（同520頁）る。

7.2.5. 非課税と免税
（不課税取引：事業外の取引のことで、元々付加価値税の対象とならない。）

非課税：事業者が付加価値税に関与しない。仕入に係る税額はそのまま。

免税（0税率）：0%の税率で付加価値税が課されたとして、仕入税額控除を求めることができる。

非課税の例――土地取引、金融取引、医療費、授業料等（消費税法6条、別表第一）。小規模事業者特例（消費税法9条）。
免税（0税率）――(1) 輸出免税、(2) 究極の低税率。

　　注意：欧州の文献を見ていると、非課税の意味でも免税の意味でも「exemption」という言葉が使われていることがある。理解・翻訳するに当たっては、文脈に応じて、非課税の意味なのか免税の意味なのか、注意して分けねばならない。日本でも消費税法9条の小規模事業者に関する課税最低限につき「1000万円以下である者については…消費税を納める義務を免除する」という言葉が用いられており、この1000万円のことを「免税点」と呼んだりすることがある。しかし、9条については、納税義務が免除されるだけであり、仕入税額を控除することが認められないので、意味的には免税でなく非課税である。

9条について…売上げ1000万円以下の事業者であっても、課税事業者になることを選択できる。

――特に輸出免税に関し、売上げが小さくても課税事業者になることを選択した方が有利であることがある。

付加価値税の参考文献：水野忠恒『消費税の制度と理論』（弘文堂、1989）、『消費税』日税研論集30号（1995）、ジョルジュ・エグレ『附加価値税』（1985）

講義：租税法　2004年度前期　浅妻章如　2004年7月14日（最終回）配布

7.3. 負担・転嫁・帰着

金子租税法該当頁なし。

「消費税法」という名前であるが、本当に消費者の負担となる税なのか？

需要曲線・供給曲線の図についての予備知識

需要曲線：或る量について消費者が支払っても良いと考える価格

供給曲線：或る量を生産者が生産するときに要する一単位あたりの費用

（価格から説明しても構わない。或る価格のときに購入できる量を需要曲線が示しており、或る価格のときに供給できる量を供給曲線が示している）

消費者余剰：均衡価格より上で需要曲線より下の面積

生産者余剰：均衡価格より下で供給曲線より上の面積

需要・供給曲線の図を挿入

　租税の経済的な負担は需要曲線・供給曲線の価格弾力性（傾き）によって決まる。

　標準的な財政学の教科書では、誰に課税するかは、経済学的に無意味であると論ぜられる。これは付加価値税についてのみ当てはまる説明ではなく、様々な租税・公課に当てはまる。例えば、厚生年金を納める主体が労働者のみであるか労働者と事業者の折半とする（←現在の日本の姿）かで、経済的には結果は変わらない、と経済学者は考える。

　付加価値税の仕組みとして、租税負担が消費者に転嫁されることが法律上予定されている。しかしこれは法律上予定されているというだけにすぎず、経済的な負担の帰着は、価格弾力性によって決まるのであり、政府がどうこうできるものではない。

　付加価値税率が5%から10%に上昇したとき、税込価格が1050円から1100円に上昇したのであれば、法律上予定されているのと同様に税負担が消費者に転嫁されていると（短期的には）いえる。しかし、値段が1050円に据え置かれたのであれば、税負担は法律上の予定とは異なり供給者が負っていることになる。なぜなら、税込価格を上昇させなくとも供給者は1050×10/110の税を納めねばならず、税抜価格は1000円（＝1050×100/105）から955円（＝1050×100/110）になっている。

　「短期的には」の意味――長期的には、供給者は値上げを控えるという形で、経済的に付加価値税の負担を負うことになることがある。

　供給者が税を負担するの意味――供給者側の誰が税負担を負うのかは、更に闇の中。株主なのか従業員なのか銀行なのか仕入業者なのか…等。法人税の負担の議論（5.1.5.）を想起せよ。

内税方式（総額表示方式、消費税法63条の2）、外税方式

　…経済理論的な見地からは、どうでもよい。

7.4. 付加価値税の評価

本節について金子租税法で説明されていない内容が多い。

7.4.1. 逆進性

（所得概念論〔4.2.〕と深く関わるので、復習して欲しい）

例：Aは1000稼ぎ、945消費した。Bは2000稼ぎ、945消費した。Cは2000稼ぎ、1890消費した。付加価値税率は5%であるとする。

○付加価値税は消費額に比例するので、（生活必需品に特別に重い課税をしているなどの事情がない限り）消費額を基準にすれば逆進的になりえない。A・B・Cの何れも、消費額を基準とすれば5/105の負担。消費型所得概念によれば、付加価値税は逆進的ではなく比例的。

○付加価値税が逆進的であるという主張は、所得を基準とした考え方。しかし、AとCを比較すれば、ともに4.5%（＝45/1000）の負担。逆進的であるという主張は更に、高所得者の方が貯蓄率が高いということを前提としている。AとBを比較すれば、4.5%、2.25%の負担。

包括的所得概念が比較の際の基準となるべきであって消費型所得概念よりも優れている、ということの理論的根拠・哲学的根拠は、まだ充分には詰められていない。

次に、高所得者の方が貯蓄率が高いという前提に関連することを述べる。

7.4.2. ライフ・サイクル消費

　ライフ・サイクルで見れば所得を基準としてもなお逆進性はさほど大きくないという主張がある。

　或る時期に貯蓄しても、翌年以降に消費すれば、やはり付加価値税が課せられる。最終的に財産を遺さない（死ぬまでに使い切る）のであれば、所得額を基準としても消費額を基準としても付加価値税は比例的であって逆進的ではない。消費型所得概念論者は正に生涯的な見地から公平を論じ、貯蓄もいずれ消費に回されるのであるから貯蓄部分は課税対象とすべきでないと考える。

　高所得者の方が多くの割合の財産を遺す、ということが言えて初めて、付加価値税は逆進的であるといえることになる。（遺産額－相続額）÷生涯所得額、の計算式で、本当に高所得者の方がこの割合が高いのか調べなければならない。

（私見：一生涯税制が同じままであるということはあまりない。ころころ税制が変化する中、本当にライフ・サイクルで租税負担の配分に関する公平を考えることが適切なのかについて、疑問も若干ある。）

7.4.3. 複数税率について

　低所得者に配慮するため、生活必需品について税率を下げるべきである（複数税率とすべきである）、という主張がなされることがある。

　しかし、複数税率には短所・デメリットがある。

○分類の問題――旧物品税時代の苦労へ後戻り。業種別政治闘争激化の恐れ。
（それでも欧州では分類しているから、やってできなくはない？）
○（特に帳簿方式の下において）税額の転嫁が不明瞭になる。

　複数税率を導入するためには、インボイス方式導入が前提条件である、と言われる。

（複数税率の場合に帳簿方式の下でどのように仕入税額控除を計算することになるかについて説明されることは少ない。制度設計次第では以下の数値例の通りになるとは限らない）

複数税率以外の低所得者への配慮方法

○所得税減税（旧大蔵省の説明）：元々所得が少ない人にとっては減税されても無意味。

○生活必需品にかかる付加価値税額について消費者に還付する。手続きとしては、現在の医療費控除と同様に、生活必需品の消費額を証明するレシート等を消費者が確定申告で申告し、還付を受ける、ということになる。

○実額還付が面倒であれば、消費者に一定額のお金を配る。最低限の生活に必要な生活必需品の消費額×付加価値税率と同じ額を配れば、付加価値税が低所得者の生活を圧迫するという批判が成立しなくなる。

○実額還付が面倒であれば、所得税納税の際に一定額の税額控除を導入する。給与所得者については年末調整の過程に組み込める。所得税額がこの税額控除額より小さい場合、差額分について消費者は還付を求めることになる。（所得控除ではないことに注意。所得控除では高い累進税率の人の方が大きな税務便益を得る。何故かは考えよ）

7.4.4. 貯蓄

（講義・試験範囲から割愛）

所得課税と消費課税との違い（包括的所得概念に則った課税と消費型所得概念に則った課税との違い）は、原理的には貯蓄に対する課税の有無であるというのが従来の説明である。しかし、貯蓄利子の構成要素を分解して精査した上で、所得課税と消費課税との違いは従来考えられてきたほど大したものでないという議論もある。

7.4.5. 執行

税務執行上のメリット…マッチング(matching)・相互牽制作用
　脱税がしにくい。Bが脱税しようと思うとき、売上を小さくするか仕入を大きく見せかけることが考えられる。しかし、Bが売上を小さく見せかけようとしても、CはBからの仕入を小さく見せかけたくないので、BとCの両方を調査すれば、Bが売上を小さく見せかけても税務署に嘘がばれてしまう。Bが仕入を大きく見せかけようとしても、Aは売上を大きく見せかけたくないので、AとBの両方を調査すれば、Bが仕入を大きく見せかけても税務署に嘘がばれてしまう。

　とはいえ、税務署があらゆる取引を調査することはできないから、やはりばれなければ脱税はある。

　マッチングは、所得課税の文脈でもある程度は意味を持つ。しかし、贈与のように、支払者の側で控除されず受取人の方で所得に加算される（つまり二重課税がある）場合、マッチングは効かない。

Fringe benefitについて

	
	　従業員が勤め先で受ける便益（例えば快適な空調等）について、その便益を従業員は消費しているのだから、本来は付加価値税が課されるべきである。課税方法としては、企業に付加価値税を課すに当たり、従業員の便益となっている支出に関して、仕入税額控除を認めなければよい。

　（この手法は所得課税の文脈でも同様に利用可能である。すなわち、従業員のfringe benefitにつき従業員個人に対して課税することが困難であるところ、企業段階で従業員の便益のための支出について必要経費性または損金算入を認めない、とすればよい。但しこの方法によると従業員に対する累進課税ができない。）


クロヨン問題について

	
	　付加価値税の文脈ではクロヨン問題が解消する、と言われることがある。

　所得が把握されにくい自営業者といえども、消費する際には課税される、だからクロヨン問題がない、という論理の流れは、筋が通っている。

　しかし、事業支出か消費支出かの区別が付加価値税上重要である（事業支出については仕入税額控除が認められるのに対し消費支出については認められない）ところ、自営業者についてその区別を税務署が把握するには困難が伴う。支出に関してはクロヨン問題は解消しない。


7.4.6. 個別消費税との二重課税

例：税抜で1000円の商品に50%の個別消費税が課されているとする。

付加価値税は1500円全額に対してかかる。つまり、

1000×1.5＋1000×1.05＝1550ではなく、

(1000×1.5)×1.05＝1575で売られることになる。

税に税がかかっている（tax on taxである）という批判がある。

tax on taxは否定しないが、問題は個別消費税の方にある。

税負担が重いのが不都合なのであれば個別消費税の税率を下げればよい。上の例では、個別消費税の税率を47.6%にすれば、最終的な価格が1550になる。

実際上も、帳簿方式の下で個別消費税の負担を排除するのは困難。

ガソリン税についての政治アピール　…悪いのは財務省ではなくむしろ道路族議員など。

7.4.7. 簡素

　付加価値税は所得課税と比べて簡素であると言われる。

　今の日本の付加価値税制が単一税率制など簡素であるというだけ。複数税率が入ればやはり複雑な税制になるであろう、と金子教授は言う。

　前述の通り、事業支出か消費支出かの問題は、所得税でも付加価値税でも生ずる。

（私見：付加価値税のメリットはマッチングにある、と見るべきであろう）
7.4.8. 公平

個人単位で木目細かく公平に基づいた配慮を行うことが困難。
（だからこそ所得税で個人単位の事情を考慮する意味がある、と所得税論者は言う。李昌煕論文参照）

7.4.9. 広範囲の世代に対する課税

所得税が勤労世代のみへの課税であるのに対し、付加価値税は全世代（老年世代を含む）への課税である、といわれる。

ライフ・サイクルで考えれば、本来は意味のない議論

制度の移行の問題――現役時代に所得税で課税され、老年時代に付加価値税で課税されるという不公平（私見：但し、社会保障の給付の組み方次第で或る程度克服できる、とも思える）

7.5. 国民所得：所得課税と消費課税

本節について李昌煕論文127-129頁参照。

（付加価値について混乱しそうな人は、本節及び48頁の発展〔消費型付加価値・所得型付加価値〕の議論は無視したほうがよい。）

所得税―直接税　　消費税―間接税

　この組み合わせは、当然のものではない。

　間接所得税も直接消費税も、制度論としてはありうる。

　

　直接税か間接税かは、累進課税をする必要があるか否かによって決まる。累進課税をするならば、所得課税でも消費課税でも直接税の方式にしなければならない（私見：但し、7.4.3で見たように、間接税で一律の税率をかけつつ、一律の還付等を行なうことにより、累進課税と同様の税負担を課す制度設計ができなくもない）。また、直接税でなければ個人の状態に応じた所得控除が仕組めない。

　累進課税をする必要がなければ、直接税である必要はない。間接税として事業者段階での課税で済ませた方が、執行コストが安上がりであろう。

　所得に対する課税か消費に対する課税かの違いは、単純化すれば貯蓄への課税の有無（エラー! 参照元が見つかりません。参照）。

国民所得≒各個人の所得の合計（但し贈与等について除外）

農場A　仕入0　売上1000

↓　　　　　　　　　　　　　／機械工場B　仕入0　売上1000

製粉工場C　仕入？　売上3000　　機械は100減価償却

↓

パン屋D　仕入3000　売上4000

↓

消費者E

GNP (gross national product)：国民総生産

　…この国では5000（消費財4000と資本財1000）が生産された。

　（Cf. GNPとGDP (gross domestic product 国内総生産)との違いは、前者が国内の永住者に着目、後者が地理的範囲に着目、というもの）

NNP (net national product)：国民純生産（国民総生産－減価償却）

　…この国では4000が消費され、900が貯蓄された（減価償却後900の機械という形をとる）

国民総消費

　…この国では4000が消費された。

（AもBも仕入がないので仕入税額控除がないことに議論の余地なし。

　Dについても3000について仕入税額控除が認められることに議論の余地なし）

売上型：国民が生産の対価として受け取ったものの総計。

　→Cは、消費財のみ全額控除、資本財は全く控除しない。…仕入1000。

所得型：消費と貯蓄の合計。

　→Cは、消費財について全額控除、資本財について減価償却分だけ控除。…仕入1100。

　（Cは、900の投資を機械に対してなしている、といえる）

消費型：消費。

　→Cは、消費財・資本財とも全額控除。…仕入は2000。

所得型付加価値税を採用すれば、それは間接所得税である。貯蓄部分（上の図では機械に結実した900）が課税対象に含まれている。事業者段階で所得型付加価値税を課すことと、A・B・C・Dに関わる人々（資本家及び従業員）の所得に単一税率かつ所得控除なしで課税することとは、等しい。

消費型付加価値税を採用すれば、それは間接消費税である（現行消費税法）。貯蓄部分（900）が課税対象から除外されている。事業者段階で消費型付加価値税を課すことと、消費者Eに直接に課税することとは、等しい。

2004年度試験について

2004年7月28日(水) 1時限9:10～10:30
六法持込不可。必要な条文は問題用紙に載せてあります。

計算問題について…制度趣旨について解答者が数値例を自作して説明する、という問題があります。

解答時間が余った人は、講義についての感想・評価等を書き込んでくださって結構です（成績には影響しません）。今後の講義の改善に役立てます。
試験問題から抜粋――以下の各問いに答えよ。解答の順序は問わないが、解答に際してはどの問いについてのものであるか明示せよ。なお、後掲租税法条文抜粋だけでは以下の問いに満足に答えることができないこともあるが、後掲租税法抜粋に示されていない租税法の条文番号を明記しないことや、租税法上の数値の間違いなどは減点対象としない。ただし、数値例を自作して説明する場合に、その数値例やその後の説明に矛盾があれば、それは減点対象となる。例えば、法によれば税率が30%であるはずなのに、解答において40%であるという前提を示して解答しても、それ自体では減点対象とならない。しかし、40%で課税されるという数値例を自作して説明していながら、その後の説明が50%の税率を前提としているような場合には、減点対象となる。

過去のレジュメが手元にない人はhttp://www.rikkyo.ne.jp/~asatsuma/からダウンロードして下さい。

政治課題につき理論的裏付けのある思考ができるようになること、及び

租税回避もしくは徴税の局面において所得をイメージできるようになること、

そしてそれらの前提として、

本講義の内容を吸収し試験で良い結果を皆さんが修められること、を期待しています。

